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「「 医療・ 介護関係事業者における 個人情報の適切な取扱いのためのガイ ダンス」 に 

関するＱ ＆Ａ （ 事例集）」 の一部改正について 

 

 

医療・ 介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いを支援するために、「「 医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイ ダン ス」に関するＱ ＆Ａ

（ 事例集）」（「「 医療・ 介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイ ダ

ンス」 に関するＱ ＆Ａ（ 事例集） について」（ 平成 29 年５ 月 30 日付け事務連絡） 別添。

以下「 Ｑ ＆Ａ 」 と いう 。） を 作成し 、 その周知を図っ ていると こ ろ です。  

 今般、行政手続における特定の個人を 識別するための番号の利用等に関する法律等の

一部を 改正する 法律の一部の施行に伴う 関係政令の整備等及び経過措置に関する 政令

（ 令和６ 年政令第 260 号）及び個人情報の保護に関する法律施行規則の一部を 改正する

規則（ 令和６ 年個人情報保護委員会規則第４ 号） が令和６ 年 12 月２ 日に施行さ れまし

た。  

こ れに伴い、 Ｑ ＆Ａ につき 別添１ のと おり 一部改正し 、 別添２ のと おり と するため、

改正の趣旨、 内容等についてご了知いただく と と も に、 貴管内の関係機関、 関係団体等

に対する周知方よろ し く お取り 計ら い願います。 なお、 本改正以降も 最大１ 年間、 従来

の保険証に係る取扱いについては、なお従前の例と する点にご留意いただく よう お願い

いたし ます。  

衛 生 主 管 部 （ 局 ）  

介護保険主管部（ 局）  
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○ 「 医療・ 介護関係事業者における 個人情報の適切な取扱いのためのガイ ダン ス」 に関する  Ｑ ＆Ａ （ 事例集）（ 平成 29 年５ 月 30 日付け個人情報保

護委員会事務局・ 厚生労働省医政局・ 医薬・ 生活衛生局・ 老健局事務連絡） 新旧対照表 

（ 下線の部分は改正部分）  

 

改正後 改正前 

【 各論】  【 各論】  

Ａ 2－５  要配慮個人情報を 取得する場合には、 原則と し て、 あら かじ め

本人の同意を 得る 必要があり ます。  

一方で、 医療機関の受付等で診療を 希望する 患者は、 傷病の回復等を

目的と し ており 、 医療機関は患者の傷病の回復等を 目的と し てよ り 適切

な医療が提供でき る よ う に治療に取り 組むと と も に、 その費用を 公的医

療保険に請求する 必要が生じ ます。 良質で適正な医療の提供を 受ける た

めには、 また公的医療保険の扶助を 受ける ためには、 医療機関等が患者

の要配慮個人情報を 含めた個人情報を 取得する こ と は不可欠です。  

こ のため、 例えば、 患者が医療機関の受付等で、 問診票に患者自身の

身体状況や病状など を 記載し 、 個人番号カ ード （ マイ ナン バーカ ード ）

又は資格確認書と と も に受診を 申し 出る こ と は、 患者自身が自己の要配

慮個人情報を 含めた個人情報を 医療機関等に取得さ れる こ と を 前提と し

ている と 考えら れる ため、 医療機関等が要配慮個人情報を 書面又は口頭

等によ り 本人から 適正に直接取得する 場合は、患者の当該行為を も っ て、

当該医療機関等が当該情報を 取得する こ と について本人の同意があっ た

も のと 解さ れます（ 参照： 本ガイ ダン スｐ ３ ３ ）。  

Ａ 2－５  要配慮個人情報を 取得する 場合には、 原則と し て、 あら かじ め

本人の同意を 得る 必要があり ます。  

一方で、 医療機関の受付等で診療を 希望する 患者は、 傷病の回復等を

目的と し ており 、 医療機関は患者の傷病の回復等を 目的と し てよ り 適切

な医療が提供でき る よ う に治療に取り 組むと と も に、 その費用を 公的医

療保険に請求する 必要が生じ ます。 良質で適正な医療の提供を 受ける た

めには、 また公的医療保険の扶助を 受ける ためには、 医療機関等が患者

の要配慮個人情報を 含めた個人情報を 取得する こ と は不可欠です。  

こ のため、 例えば、 患者が医療機関の受付等で、 問診票に患者自身の

身体状況や病状などを 記載し 、 保険証と と も に受診を 申し 出る こ と は、

患者自身が自己の要配慮個人情報を 含めた個人情報を 医療機関等に取得

さ れる こ と を 前提と し ている と 考えら れる ため、 医療機関等が要配慮個

人情報を 書面又は口頭等によ り 本人から 適正に直接取得する 場合は、 患

者の当該行為を も っ て、 当該医療機関等が当該情報を 取得する こ と につ

いて本人の同意があっ たも のと 解さ れます（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ３ ３ ）。 
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に関する Ｑ ＆Ａ （ 事例集）  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２ ９ 年５ 月３ ０ 日 

（ 令和６ 年 1 2 月一部改正）  

個人情報保護委員会 

厚 生 労 働 省 



  



「 医療・ 介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」  

に関するＱ ＆Ａ （ 事例集）  

平成29年5月作成 

 

---------------------------------------------------------------------- 

【 総論】  

Ｑ １  ガイ ダンスの趣旨、 対象範囲等 

Ｑ ２  用語の定義 

Ｑ ３  本人の同意 

Ｑ ４  個人情報を 研究に利用する場合の取扱い 

Ｑ ５  個人情報に関する相談体制 

Ｑ ６  その他 

 

【 各論】  

Ｑ １  利用目的の特定等 

Ｑ ２  利用目的の通知等 

Ｑ ３  安全管理措置、 従業者の監督及び委託先の監督 

Ｑ ４  個人データ の第三者提供 

Ｑ ５  本人から の請求による保有個人データ の開示 

Ｑ ６  開示等の請求に応じ る手続及び手数料 

---------------------------------------------------------------------- 

  



【 総論】  

Ｑ １ －１  「 医療・ 介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイ ダ

ンス」 と ガイ ド ラ イ ンの違いは何でし ょ う か。 ･･･････････････････････1 

Ｑ １ －２  個人情報保護法では、 個人情報取扱事業者と し てどのよう なこ と に取り 組

むこ と が定めら れていますか。 ･････････････････････････････････････1 

Ｑ １ －３   国や独立行政法人、 地方公共団体が設置する医療機関や介護施設は、 本ガ

イ ダンスの対象にはなら ないのですか。 ･････････････････････････････2 

Ｑ １ －４  医療機関等において通常の診療だけではなく 、 健康相談業務も 行っ ている

場合、 健康相談業務に係る記録についても 本ガイ ダンスの対象になり ます

か。 ･････････････････････････････････････････････････････････････3 

Ｑ １ －５  本ガイ ダンスの対象と なる「 介護関係事業者」 に含まれる事業者の範囲を

教えて下さ い。 ･･･････････････････････････････････････････････････3 

Ｑ １ －６  本ガイ ダンスの他に、 ガイ ド ラ イ ン（ 通則編） 、 ガイ ド ラ イ ン（ 外国にあ

る第三者への提供編） 、 ガイ ド ラ イ ン（ 第三者提供時の確認・ 記録義務

編） 、 ガイ ド ラ イ ン（ 仮名加工情報・ 匿名加工情報編） 、 ガイ ド ラ イ ン

（ 認定個人情報保護団体編） も 定めら れているよう ですが、 医療・ 介護関

係事業者は、 どちら を 参照すべき なのでし ょ う か。 ･･･････････････････3 

Ｑ ２ －１  「 個人情報」 「 個人データ 」 「 保有個人データ 」 と は、 どのよう なも ので

すか。 ･･･････････････････････････････････････････････････････････4 

Ｑ ２ －２  「 個人情報」 と は、 具体的にどのよう なも のがあり ますか。 ･･･････････5 

Ｑ ２ －３  医療・ 介護関係事業者において取り 扱う 「 個人識別符号」 には、 具体的に

どのよう なも のがあり ますか。 ･････････････････････････････････････6 

Ｑ ２ －４  医療・ 介護関係事業者において取り 扱う 「 要配慮個人情報」 には、 具体的

にどのよう なも のがあり ますか。 ･･･････････････････････････････････6 

Ｑ ２ －５  平成２ ７ 年改正法の施行（ 平成２ ９ 年５ 月３ ０ 日） 前に取得し た個人情報

であっ て、 施行後に要配慮個人情報に該当するこ と と なっ た場合、 改めて

取得について本人同意を得る必要があり ますか。 ･････････････････････7 

Ｑ ２ －６  平成２ ７ 年改正法の施行（ 平成２ ９ 年５ 月３ ０ 日） 前に取得し た個人情報

であっ て、 施行後に要配慮個人情報に該当するこ と と なり 、 当該情報につ

いて、 新たに第三者提供を する場合には本人同意を 得る必要があり ます

か。 ･････････････････････････････････････････････････････････････7 

Ｑ ２ －７  死亡し た個人の情報については、 「 個人情報」 に該当せず、 個人情報保護

法の対象にはなり ませんが、 どのよう に取り 扱う べき ですか。 ･････････7 

Ｑ ２ －８  取り 扱う 個人情報の数が少ない小規模の医療・ 介護関係事業者は、 個人情

報保護法の対象外ですか。 ･････････････････････････････････････････8 



Ｑ ２ －９  例えば、 医療機関で保存し ている院内処方箋について、 イ ンデッ ク ス等を

付けずに段ボール箱に入れて保存し ており 、 容易に検索するこ と ができ な

い場合、 個人データ に該当し ないと 考えてよいですか。 ･･･････････････8 

Ｑ ２ －１ ０  遺族への開示については「 診療情報の提供等に関する指針」 に従っ て開示

を 行う こ と と さ れていますが、 薬局の場合も 当該指針に従っ て、 遺族へ開

示すればよいのでし ょ う か。 ･･･････････････････････････････････････9 

Ｑ ２ －１ １  氏名等の特定の個人を 識別するこ と ができ る記述等を 削除し た情報は、 個

人情報に該当し ますか。 ･･･････････････････････････････････････････9 

Ｑ ３ －１  本人の同意を 得る場合には、 文書で同意を 得る必要があり ますか。 ･････9 

Ｑ ４ －１  患者・ 利用者の個人情報を 研究に利用する場合、 本人の同意が必要です

か。 ････････････････････････････････････････････････････････････10 

Ｑ ４ －２  患者の紹介元の医師から 、 研究のみの目的で利用するため、 紹介患者の診

療情報等を提供し てほし いと の依頼があっ た場合は、 どのよう に対応すれ

ばよ いでし ょ う か。 ･･････････････････････････････････････････････10 

Ｑ ５ －１  個人情報に関する相談体制はどのよう にすべき でし ょ う か。 ･･････････11 

Ｑ ５ －２  相談体制を整備するにあたり 、 具体的な留意点と し てはどのよう な点が挙

げら れますか。 ･･････････････････････････････････････････････････11 

Ｑ ５ －３  既存の医療安全に関する相談窓口が、 個人情報に関する相談窓口を 兼ねる

こ と は認めら れますか。 ･･････････････････････････････････････････12 

Ｑ ５ －４  現在の職員体制等では、 全診療時間帯で相談窓口を 開設するこ と が困難で

す。 特定の曜日、 時間帯のみ開設するこ と でよいですか。 また、 独立し た

窓口を設置する必要があり ますか。 ････････････････････････････････12 

Ｑ ５ －５  小規模な医療・ 介護関係事業者でも 個人情報に関する相談窓口を設置する

必要があり ますか。 認定個人情報保護団体等が開設する相談窓口を 案内す

るこ と で代用でき ませんか。 ･･････････････････････････････････････12 

Ｑ ５ －６  相談窓口の業務を 担当する職員への教育等はどのよう にすればよいでし ょ

う か。 ･･････････････････････････････････････････････････････････13 

Ｑ ５ －７  本ガイ ダンスｐ ４ で「 個人情報の利用目的の説明や窓口機能等の整備、 開

示の請求を受け付ける方法を 定める場合等に当たっ ては、 障害のある患

者・ 利用者等にも 配慮する必要がある。 」 と さ れていますが、 どのよう な

こ と をすればよいですか。 ････････････････････････････････････････13 

Ｑ ６ －１  医療・ 介護関係事業者が個人情報取扱事業者と し ての義務規定に違反し た

場合はどのよう な罰則があるのでし ょ う か。 ････････････････････････14 

Ｑ ６ －２  漏えい等が発生し た場合や、 従業者が個人情報データ ベース等を不正な利

益を 図る目的で第三者に提供し た場合に、 個人情報取扱事業者や従業者は

個人情報保護法に基づき いかなる責任を負う のでし ょ う か。 ･･････････14 



Ｑ ６ －３  個人情報保護法が施行さ れるこ と により 、 紙媒体の診療録が使用でき なく

なっ たり 、 診療録の記載方法が定めら れたり （ 日本語での記載が義務づけ

ら れる等） するこ と はあり ますか。 ････････････････････････････････15 

Ｑ ６ －４  個人情報保護法に基づき 、 医療・ 介護関係事業者に対し て指導監督等を 行

う のは、 どこ の行政機関と なるのでし ょ う か。 ･･････････････････････15 

 

【 各論】  

Ｑ １ －１  実習のために看護師養成所等の学生を 受け入れる場合、 実習を 行う に当た

り 、 患者の同意は必要でし ょ う か。 ････････････････････････････････17 

Ｑ ２ －１  本ガイ ダンスの別表２ の「 患者への医療の提供に必要な利用目的」 や「 介

護サービスの利用者への介護の提供に必要な利用目的」 は、 個人情報保護

法第２ １ 条第４ 項第４ 号の「 取得の状況から みて利用目的が明ら かである

と 認めら れる 場合」 に該当すると 考えら れるので、 こ のよう な利用目的は

本人に通知又は公表し なく ても よいのではないでし ょ う か。 ･･････････17 

Ｑ ２ －２  利用目的の公表に当たっ ては、 診療録、 看護記録、 ケアプラ ン等の書類の

種類ごと に利用目的を 特定し て公表し なければなら ないのでし ょ う か。  

････････････････････････････････････････････････････････････････18 

Ｑ ２ －３  特定し た利用目的は、 院内掲示等により 公表するこ と で十分でし ょ う か。  

････････････････････････････････････････････････････････････････18 

Ｑ ２ －４  患者から 、 院内掲示し た利用目的のう ち、 一部の利用目的には同意でき な

いと いう 申出があり まし た。 こ れを理由と し て診療し ない場合、 医師法

（ 昭和２ ３ 年法律第２ ０ １ 号） 第１ ９ 条の応招義務違反と なるのでし ょ う

か。 ････････････････････････････････････････････････････････････18 

Ｑ ２ －５  本人から 病歴等の要配慮個人情報を聞き 取る場合、 別途、 その取得につい

て本人の同意をと ら なければなら ないのでし ょ う か。 ････････････････19 

Ｑ ２ －６  意識不明の患者が搬送さ れた場合、 付き 添っ ていた家族から 本人の病歴等

を 聞き 取るこ と はでき ますか。 ････････････････････････････････････19 

Ｑ ２ －７  患者の診療記録や調剤録等を 他の医療機関等から 取得する場合、 改めて本

人から 同意を 得る必要があり ますか。 ･･････････････････････････････20 

Ｑ ２ －８  患者の診療記録等を他の医療機関等へ提供する場合、 改めて本人から 同意

を 得る必要があり ますか。 ････････････････････････････････････････20 

Ｑ ３ －１  適切な安全管理措置を 行う ためには、 個人データ に該当する文書等は鍵の

かかる場所へ保管し なければなら ないのでし ょ う か。 ････････････････21 

Ｑ ３ －２  個人情報をコ ンピュ ータ に入力するに当たり 、 入力者の記録を 保存し てお

く 必要はある でし ょ う か。 ････････････････････････････････････････21 



Ｑ ３ －３  本ガイ ダンスｐ ４ ０ に記載さ れている 、 「 医療情報システムの安全管理に

関するガイ ド ラ イ ン」 に基づき 安全管理措置を 行う 際の留意点はあるでし

ょ う か。 ････････････････････････････････････････････････････････21 

Ｑ ３ －４  個人データ が取り 扱われる 業務を 委託する場合、 委託先の事業者名や委託

先の責任者の氏名等を 公表すべき ですか。 ･･････････････････････････22 

Ｑ ３ －５  現行の業者と の委託契約には、 個人情報の取扱いに関する項目が含まれて

いません。 個人情報保護法の全面施行に当たり 、 現契約を 解消し て、 新し

い契約を 締結し 直す必要があり ますか。 ････････････････････････････22 

Ｑ ３ －６  清掃業務等、 個人データ を 直接取り 扱わない業務を 委託し ている場合は、

委託契約書に個人情報の取扱いに関する事項を 記載する必要はないと 考え

てよいですか。 ･･････････････････････････････････････････････････22 

Ｑ ３ －７  医療・ 介護関係事業者において漏えい等が発生し た場合、 どのよう に対応

すればよいでし ょ う か。 ･･････････････････････････････････････････23 

Ｑ ３ －８  委託先において漏えい等が発生し た場合、 どのよう に対応すればよいでし

ょ う か。 ････････････････････････････････････････････････････････24 

Ｑ ３ －９  薬局において、 処方箋の記載内容について疑義照会を 行う ために、 処方箋

を 医療機関にフ ァ ッ ク スで送信し よう と し たと こ ろ 、 誤っ て別の医療機関

に送信し てし まいまし たが、 どのよう に対処すればよいでし ょ う か。 ･･24 

Ｑ ３ －１ ０  外来患者を氏名で呼び出し たり 、 病室における入院患者の氏名を掲示し た

り する場合の留意点は何ですか。 ナースステーショ ン 内における入院患者

の氏名の掲示についてはどう ですか。 ･･････････････････････････････24 

Ｑ ３ －１ １  入院患者・ 入所者の知り 合いと 名乗る人が面会に見えたと き に病室を教え

るこ と は問題と なり ませんか。 ････････････････････････････････････25 

Ｑ ４ －１  患者・ 利用者の病状等をその家族等に説明する際に留意すべき こ と は何で

すか。 ･･････････････････････････････････････････････････････････26 

Ｑ ４ －２  傷病の種類によっ ては、 本人に病名等を 告知する前に家族に相談する場合

が考えら れますが、 どのよ う な配慮が必要ですか。 ･･････････････････26 

Ｑ ４ －３  未成年の患者から 、 妊娠、 薬物の乱用、 自殺未遂等に関し て親に秘密にし

てほし い旨の依頼があっ た場合、 医師は親に説明し てはいけないのです

か。 逆に、 親から 問われた場合に、 未成年の患者と の信頼関係を重視し

て、 親に情報を告げないこ と は可能ですか。 ････････････････････････27 

Ｑ ４ －４  弁護士会から 過去に診療を 行っ た患者に関する照会があっ た場合、 本人の

同意を得ずに回答し てよいでし ょ う か。 ････････････････････････････27 

Ｑ ４ －５  薬剤師が、 調剤し た薬剤に関し て患者の家族に情報提供を 行う 場合、 本人

の同意を 得なく ても 情報提供でき るのでし ょ う か。 ･･････････････････28 



Ｑ ４ －６  民間保険会社等から 医療機関に対し て、 患者の治療結果等に関する 照会が

あっ た際、 民間保険会社等が患者本人から 取得し た「 同意書」 を提示し た

場合は、 回答に当たり 、 本人の同意が得ら れていると 判断し てよいのでし

ょ う か。 ････････････････････････････････････････････････････････28 

Ｑ ４ －７  医療機関と 薬局の間で患者の薬剤服用歴などの情報交換を 行う 場合も 、 本

ガイ ダンスに記載さ れた条件を満たせば、 患者の黙示の同意が得ら れてい

ると 考えてよ いのでし ょ う か。 ････････････････････････････････････28 

Ｑ ４ －８  本ガイ ダンスｐ ５ １ の「 当該事業者の職員を対象と し た研修での利用」 の

場合、 既に利用目的と し て研修に使用するこ と を院内掲示等により 公表し

ていれば、 改めて本人の同意を得る必要はないと 考えてよいのでし ょ う

か。 ････････････････････････････････････････････････････････････29 

Ｑ ４ －９  医療機関の職員を 対象と し た症例検討会（ 職員の知識や技能の向上を目的

と するも の） を実施する際、 当該医療機関以外の施設の職員から 参加希望

があり まし た。 既に、 利用目的と し て「 院内で行う 症例検討会への利用」

を 公表し ていますが、 こ の場合は、 症例検討会で利用する症例の患者から

第三者提供の同意を得る必要があるのでし ょ う か。 ･･････････････････29 

Ｑ ４ －１ ０  病診連携の一環と し て、 紹介を受けた患者の診療情報、 検査結果、 所見等

について、 紹介元医療機関に対し て情報提供を 行っ ていますが、 実施に当

たっ ての留意点は何ですか。 ･･････････････････････････････････････30 

Ｑ ４ －１ １  医薬品の副作用発生時における行政機関への報告や、 製薬企業が実施する

医薬品の製造販売後調査に協力する際の製薬企業への情報提供に当たっ て

は、 患者の情報を どの程度記載でき るのでし ょ う か。 ････････････････30 

Ｑ ４ －１ ２  学校医と し て生徒の健康診断を行っ た場合、 診断結果を学校に提出するこ

と は第三者提供に該当する のでし ょ う か。 ･･････････････････････････30 

Ｑ ４ －１ ３  がん検診の２ 次検診機関と し て患者の精密検査を行っ た場合、 １ 次検診機

関から 、 精密検査結果の提供を求めら れるこ と があり ますが、 患者の精密

検査結果を提供する場合には、 患者の同意を得る必要があるのでし ょ う

か。 ････････････････････････････････････････････････････････････31 

Ｑ ４ －１ ４  介護保険施設の入所者が、 他の介護保険施設に移動する際に、 移動先の施

設の求めに応じ て入所者の個人情報の提供を行う 場合は、 本人の同意は必

要なのでし ょ う か。 ･･････････････････････････････････････････････31 

Ｑ ４ －１ ５  ホームページや機関誌に、 行事などにおける利用者の写真を掲載する場

合、 本人の同意を 得る必要はあり ますか。 また、 介護保険施設内に写真を

展示する場合はどう でし ょ う か。 ･･････････････････････････････････32 



Ｑ ４ －１ ６  高齢者虐待事例の解決に当たっ て、 担当ケアマネジャ ーなどの関係機関に

高齢者の個人情報を提供する場合、 高齢者本人の同意を得るこ と が難し い

ケースがあり ますが、 高齢者本人の同意が得ら れないと 情報提供はでき な

いのでし ょ う か。 ････････････････････････････････････････････････32 

Ｑ ４ －１ ７   大規模災害や事故等で、 意識不明で身元の確認ができ ない多数の患者が複

数の医療機関に分散し て搬送さ れている場合に、 患者の家族又は関係者と

称する人から 、 患者が搬送さ れているかと いう 電話での問合せがあり まし

た。 相手が家族等であるか十分に確認でき ないのですが、 患者の存否情報

を 回答し ても よいでし ょ う か。 ････････････････････････････････････33 

Ｑ ４ －１ ８   上記の状況で、 患者の家族等である可能性のある電話の相手から 、 患者の

容態等についての問合せがあれば、 どの範囲まで回答すべき でし ょ う か。  

････････････････････････････････････････････････････････････････33 

Ｑ ４ －１ ９   上記の方法により 連絡のついた家族等から 、 意識不明である患者の既往

歴、 治療歴等を聴取するこ と は問題あり ませんか。 ･･････････････････33 

Ｑ ４ －２ ０   Ｑ ４ －１ ７ のよう な状況において、 報道機関や地方公共団体等から 身元不

明の患者に関する問合せがあっ た場合、 当該患者の情報を 提供する こ と は

でき ますか。 ････････････････････････････････････････････････････34 

Ｑ ４ －２ １  病院に勤務し ている医師が退職し 診療所を 開業するこ と になり 、 当該医師

から 、 開業の挨拶をし たいので自分が診察を行っ ている患者の氏名や住所

を 教えてほし いと 言われまし た。 当該医師に患者の氏名等を提供し てよい

でし ょ う か。 ････････････････････････････････････････････････････34 

Ｑ ４ －２ ２   市役所から 、 介護保険の手続のため、 主治医の意見書の提出を 求めら れま

し た。 患者の同意を得ずに、 意見書を 提出し てよいでし ょ う か。 ･･････35 

Ｑ ４ －２ ３   学校で怪我を し た生徒に担任の教師が付き 添っ て来まし た。 本ガイ ダンス

ｐ ４ ６ には、 「 学校から の照会には回答し てはなら ない」 と あり ますが、

保護者の同意書等がなければ担任の教師に怪我の状態などを説明し てはい

けないのでし ょ う か。 ････････････････････････････････････････････35 

Ｑ ４ －２ ４   警察や検察等の捜査機関から の照会や事情聴取に関し て、 「 第三者提供の

制限の例外」 に該当する場合には、 どのよう なも のがあるでし ょ う か。  

････････････････････････････････････････････････････････････････36 

Ｑ ４ －２ ５   警察や検察等の捜査機関から 患者の状況について照会や事情聴取があっ た

場合、 患者本人の同意を得ずに回答でき るのでし ょ う か。 個人情報保護法

の施行を 機に警察等から の照会等に対する取扱いを 変えた方がよいです

か。 ････････････････････････････････････････････････････････････36 

Ｑ ４ －２ ６  警察等から 、 警察等が取り 扱う 死体の死因又は身元の調査等に関する法律

（ 平成２ ４ 年法律第３ ４ 号） 第４ 条第３ 項の規定に基づき 、 死者の生前の



診療情報等の提供の依頼があっ た場合、 遺族の同意を 得ずに回答でき るの

でし ょ う か。 ････････････････････････････････････････････････････37 

Ｑ ４ －２ ７   医療機関の廃止等の理由により 、 別の医療機関が業務を承継するこ と にな

り まし たが、 診療録等の個人データ を 提供する際に、 患者の同意が必要な

のでし ょ う か。 ･･････････････････････････････････････････････････37 

Ｑ ４ －２ ８   医療法第６ 条の６ 第１ 項の規定に基づく 麻酔科標榜許可に係る申請を行お

う と し ている 医師から 、 過去に実施し た麻酔記録や手術記録の書類の提供

を 求めら れまし たが、 対象と なっ た患者の同意を得た上で提供する 必要が

あるのでし ょ う か。 ･･････････････････････････････････････････････38 

Ｑ ４ －２ ９   生活保護法（ 昭和２ ５ 年法律第１ ４ ４ 号） に基づき 行われる、 指定医療機

関による福祉事務所への被保護者に係る病状報告と はどのよう なも のです

か。 また、 被保護者本人の同意を 得なく ても 、 回答するこ と は可能でし ょ

う か。 ･･････････････････････････････････････････････････････････38 

Ｑ ４ －３ ０  自殺未遂者が救命救急セン タ ーに搬送さ れた際、 自殺未遂者の再度の自殺

を 防ぐ 等のため、 救命救急センタ ーから 関係機関等へ自殺未遂者の個人情

報を 提供し てよいでし ょ う か。 ････････････････････････････････････39 

Ｑ ４ －３ １  診療情報等の個人データ の保存を 外国の事業者に委託するこ と はでき ます

か。 ････････････････････････････････････････････････････････････39 

Ｑ ４ －３ ２  医療・ 介護関係事業者において、 確認・ 記録義務が適用さ れないのは、 ど

のよう な場合でし ょ う か。 ････････････････････････････････････････39 

Ｑ ５ －１  診療録には、 患者について客観的な検査を し たデータ も あれば、 それに対

し て医師が行っ た判断や評価も 書かれています。 つまり 、 診療録は、 当該

診療録を 作成し た医師の側から みると 、 自分が行っ た判断や評価を 書いて

いるので、 医師の個人情報と も 言う こ と ができ ますか。 ･･････････････40 

Ｑ ５ －２  保有個人データ の開示に当たっ ては、 どのよう な方法で開示すべき でし ょ

う か。 ･･････････････････････････････････････････････････････････40 

Ｑ ６ －１  患者から 電子カ ルテを 対象と する保有個人データ の開示の請求を受けた場

合、 医療機関等は、 当該請求に対応するに当たっ て、 どのよう な点に留意

する必要があり ますか。 ･･････････････････････････････････････････41 

Ｑ ６ －２  患者・ 利用者の代理人から 、 患者・ 利用者本人の委任状を 提出の上、 保有

個人データ の開示の請求があっ た場合は、 本人の意思が明ら かであると み

なし てよいでし ょ う か。 ･･････････････････････････････････････････42 

Ｑ ６ －３  保有個人データ の開示にあたり 、 費用と し て請求出来る妥当な金額はいく

ら でし ょ う か。 ･･････････････････････････････････････････････････42 

 

  



【 凡例】  

「 個人情報保護法」  個人情報の保護に関する法律（ 平成１ ５ 年法律第

５ ７ 号）  

「 個人情報保護法施行令」  個人情報の保護に関する法律施行令（ 平成１ ５ 年

政令第５ ０ ７ 号）  

「 個人情報保護法施行規則」  個人情報の保護に関する法律施行規則（ 平成２ ８

年個人情報保護委員会規則第３ 号）  

「 ガイ ド ラ イ ン（ 通則編） 」  個人情報の保護に関する法律についてのガイ ド ラ

イ ン （ 通則編） （ 平成２ ８ 年個人情報保護委員会

告示第６ 号）  

「 ガイ ド ラ イ ン（ 外国にある

第三者への提供編） 」  

個人情報の保護に関する法律についてのガイ ド ラ

イ ン （ 外国にある 第三者への提供編） （ 平成２ ８

年個人情報保護委員会告示第７ 号）  

「 ガイ ド ラ イ ン（ 第三者提供

時の確認・ 記録義務編） 」  

個人情報の保護に関する法律についてのガイ ド ラ

イ ン （ 第三者提供時の確認・ 記録義務編） （ 平成

２ ８ 年個人情報保護委員会告示第８ 号）  

「 ガイ ド ラ イ ン（ 仮名加工情

報・ 匿名加工情報編） 」  

個人情報の保護に関する法律についてのガイ ド ラ

イ ン （ 仮名加工情報・ 匿名加工情報編） （ 平成２

８ 年個人情報保護委員会告示第９ 号）  

「 ガイ ド ラ イ ン（ 認定個人情

報保護団体編） 」  

個人情報の保護に関する法律についてのガイ ド ラ

イ ン （ 認定個人情報保護団体編） （ 令和３ 年個人

情報保護委員会告示第７ 号）  

「 本ガイ ダンス」  医療・ 介護関係事業者における個人情報の適切な

取扱いのためのガイ ダンス（ 平成２ ９ 年４ 月１ ４

日付け個情第５ ３ ４ 号・ 医政発０ ４ １ ４ 第６ 号・

薬生発０ ４ １ ４ 第１ 号・ 老発０ ４ １ ４ 第１ 号個人

情報保護委員会事務局長・ 厚生労働省医政局長・

医薬・ 生活衛生局長・ 老健局長通知別添）  

平成２ ７ 年改正法 個人情報の保護に関する法律及び行政手続におけ

る特定の個人を 識別するための番号の利用等に関

する 法律の一部を 改正する 法律（ 平成２ ７ 年法律

第６ ５ 号）  

令和２ 年改正法 個人情報の保護に関する法律等の一部を 改正する

法律（ 令和２ 年法律第４ ４ 号）  

令和３ 年改正法 デジタ ル社会の形成を 図る ための関係法律の整備

に関する法律（ 令和３ 年法律第３ ７ 号）  
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【 総論】  

＜ガイ ダンスの趣旨、 対象範囲等＞ 

 

Ｑ １ －１  「 医療・ 介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイ ダンス」 と ガイ ド ラ イ ンの違いは何でし ょ う か。  

 

Ａ １ －１  「 医療・ 介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガ

イ ダンス」 は、個人情報保護法に沿っ て医療介護の現場の実務に当てはめた際

の詳細な留意点・ 事例を まと めた内容であり 、その考え方をより 明確にするた

め、ルールや規律を定めるガイ ド ラ イ ンと は区別し 、ガイ ダンスと 整理し てい

ます。  

 

 

Ｑ １ －２  個人情報保護法では、個人情報取扱事業者と し てどのよう なこ と に

取り 組むこ と が定めら れていますか。  

 

Ａ １ －２  医療・ 介護関係事業者における個人情報の取扱いについては、法令上

大き く 分けて次の取組が必要と なり ます。  

 ① 個人情報の取得・ 利用 

   （ 例） 利用目的を 特定し て、 その範囲内で利用する 

      利用目的を 通知又は公表する 

 ② 個人データ の保管 

   （ 例） 漏えい、 滅失又は毀損（ 以下「 漏えい等」 と いう 。 ） が生じ ないよ

う 、 安全に管理する 

      従業員・ 委託先にも 安全管理を徹底する 

 ③ 個人データ の第三者提供 

   （ 例） 第三者に提供する場合は、 あら かじ め本人の同意を 得る 

      第三者に提供し た場合・ 第三者から 提供を受けた場合は、原則一定

事項を記録する 

 ④ 保有個人データ に関する開示請求等への対応 

   （ 例） 本人から 開示等の請求があっ た場合は、 こ れに対応する 

      苦情等に適切・ 迅速に対応する 

一方、 個人情報の保護に関する考え方は、 社会情勢や患者・ 利用者等の意識

の変化に対応し て変化し ていく も のと 考えら れます。こ のため、各事業者にお

いては、本ガイ ダンスの趣旨を 踏まえた個人情報の適切な取扱いに取り 組むと

と も に、 引き 続き 不断の検証と 改善が求めら れるも のと 考えます。  
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Ｑ １ －３  国や独立行政法人、 地方公共団体が設置する 医療機関や介護施設

は、 本ガイ ダンスの対象にはなら ないのですか。  

 

Ａ １ －３  本ガイ ダンスは、医療機関等や介護関係事業者であっ て、個人情報保

護法第４ 章（ 個人情報取扱事業者等の義務等） に規定する民間部門における規

律の全部又は一部の適用を 受ける者を 対象と し ています。  

  民間部門における 規律の全部又は一部の適用を 受ける者には、 以下の者を

含みます（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ２ 、 ｐ １ ５ ～１ ７ ） 。  

○ 独立行政法人等（ 独立行政法人通則法（ 平成１ １ 年法律第１ ０ ３ 号） 第

２ 条第１ 項に規定する 独立行政法人及び個人情報保護法別表第１ に掲げ

る法人をいう 。 以下同じ 。 ） のう ち個人情報保護法別表第２ に掲げる次の

法人 

・  沖縄科学技術大学院大学学園 

・  国立研究開発法人 

・  国立大学法人 

・  大学共同利用機関法人 

・  独立行政法人国立病院機構 

・  独立行政法人地域医療機能推進機構 

・  福島国際研究教育機構 

・  放送大学学園 

○ 地方独立行政法人（ 地方独立行政法人法（ 平成１ ５ 年法律第１ １ ８ 号）

第２ 条第１ 項に規定する地方独立行政法人をいう 。 以下同じ 。 ） のう ち同

法第２ １ 条第１ 号に掲げる業務（ 試験研究等） を 主たる目的と するも の又

は同条第２ 号（ 大学等の設置及び管理） 若し く は第３ 号チ（ 病院事業の経

営） に掲げる業務を目的と するも の 

○ 地方公共団体の機関（ 議会を 除く 。 以下同じ 。 ） （ 病院若し く は診療所

又は大学の運営の業務に限る。 ）  

○ 独立行政法人労働者健康安全機構（ 病院の運営の業務に限る。 ）  

 

 よっ て、 独立行政法人国立病院機構、 国立大学法人、 地方公共団体の機関、

地方独立行政法人等が運営する医療機関など、 上記に含まれる 者については、

本ガイ ダンスの対象と なり ます。  

一方、医療機関等又は介護関係事業者であっ て、民間部門における規律の適

用を受けない者（ 例えば、 県立の特別養護老人ホームなど、 地方公共団体が設

置する介護施設） も 、 医療・ 介護分野における個人情報保護の精神は設立主体

を 問わず同一であるこ と から 、こ れら の事業者も 本ガイ ダンスに十分配慮し て
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いただく こ と が望まし いと 考えます（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ２ ） 。  

 

 

Ｑ １ －４  医療機関等において通常の診療だけではなく 、健康相談業務も 行っ

ている場合、健康相談業務に係る記録についても 本ガイ ダンスの対象になり

ますか。  

 

Ａ １ －４  相談者の病歴や身体状況、病状、治療等について記録を 保存し ている

のであれば、 個人情報に該当し ます。 よっ て、 個人情報の取扱い、 特に要配慮

個人情報の取扱いについては個人情報保護法やガイ ド ラ イ ン（ 通則編） 、 本ガ

イ ダンスを 踏まえた取扱いが必要です。   

 

 

Ｑ １ －５  本ガイ ダンスの対象と なる「 介護関係事業者」 に含まれる事業者の

範囲を教えて下さ い。  

 

Ａ １ －５  本ガイ ダンスの対象と なる「 介護関係事業者」 と は、介護保険制度に

よる サービ スを 提供する 事業者だけでなく 、 高齢者福祉サービス事業を 行う

者は広く 含まれます。具体的には、特別養護老人ホームなどの介護保険施設や、

訪問介護事業所などの居宅サービス事業を 行う 者、 居宅介護支援事業を 行う

者だけでなく 、介護保険の指定を 受けずに有料老人ホームを経営する者や、養

護老人ホーム、 ケアハウス等も 、 広く 「 介護関係事業者」 に該当し 、 本ガイ ダ

ンスを守っ ていただく こ と が必要です。  

 

 

Ｑ １ －６  本ガイ ダンスの他に、 ガイ ド ラ イ ン（ 通則編）、 ガイ ド ラ イ ン（ 外

国にある第三者への提供編）、 ガイ ド ラ イ ン（ 第三者提供時の確認・ 記録義

務編）、 ガイ ド ラ イ ン（ 仮名加工情報・ 匿名加工情報編）、 ガイ ド ラ イ ン（ 認

定個人情報保護団体編） も 定めら れているよう ですが、 医療・ 介護関係事業

者は、 どちら を 参照すべき なのでし ょ う か。  

 

Ａ １ －６  本ガイ ダンスの他に、 ガイ ド ラ イ ン（ 通則編） 、 ガイ ド ラ イ ン（ 外国

にある第三者への提供編）、ガイ ド ラ イ ン（ 第三者提供時の確認・ 記録義務編）、

ガイ ド ラ イ ン（ 仮名加工情報・ 匿名加工情報編） 及びガイ ド ラ イ ン（ 認定個人

情報保護団体編） が定めら れています。 本ガイ ダンスは、 ガイ ド ラ イ ン（ 通則

編） を 基礎と し 、 医療・ 介護関係事業者における実例に照ら し 、 具体的な留意
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点・ 事例等を 示し たも のです。 医療・ 介護関係事業者における個人情報の適正

な取扱いについては、 基本的な内容は本ガイ ダン スを 参照いただければ足り

るも のと 考えますが、本ガイ ダンスに記載のない事項については、上記の各ガ

イ ド ラ イ ンを参照いただく こ と と なり ます。  

 

 

＜用語の定義＞ 

 

Ｑ ２ －１  「 個人情報」「 個人データ 」「 保有個人データ 」 と は、 どのよう なも

のですか。  

 

Ａ ２ －１  「 個人情報」 「 個人データ 」 「 保有個人データ 」 の定義についてはそ

れぞれ以下のと おり と なっ ています（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ７ 、 ｐ １ ９ 、 ｐ ２

０ ） 。こ れら の用語は、 個人情報保護法における個人情報取扱事業者の義務等

の規定で使い分けら れていますので、 具体的な義務等に応じ た取扱いが必要

と なり ます。  

 

①個人情報 

「 個人情報」 と は、 生存する「 個人に関する情報」 であっ て、 当該情報に含

まれる氏名、生年月日、その他の記述等により 特定の個人を識別するこ と がで

き るも の（ 他の情報と 容易に照合するこ と ができ 、それにより 特定の個人を 識

別するこ と ができ るこ と と なるも のを 含む。 ） 、 又は個人識別符号が含まれる

も のを いいます。  

こ の「 個人に関する情報」 と は、 氏名、 住所、 性別、 生年月日、 顔画像等個

人を識別する情報に限ら れず、 ある個人の身体、 財産、 職種、 肩書等の属性に

関し て、 事実、 判断、 評価を表す全ての情報であり 、 評価情報、 公刊物等によ

っ て公にさ れている情報や、 映像、 音声による情報も 含まれ、 暗号化等によっ

て秘匿化さ れているか否かを 問いません。  

また、 個人情報保護法では、 死者に関する情報は対象ではあり ませんが、 死

者に関する 情報が同時に遺族等の生存する 個人に関する 情報でも ある 場合に

は、 当該生存する個人に関する情報と なり 法律の対象と なり ます。  

本ガイ ダンスは、 医療・ 介護関係事業者が保有する医療・ 介護関係の個人情

報を対象と するも のであり 、診療録等の形態に整理さ れておら ず、メ モ等に記

載さ れている情報であっ ても 、 特定の個人を 識別するこ と ができ る 場合には、

個人情報に該当し ます。  
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②個人データ  

「 個人データ 」 と は、「 個人情報データ ベース等」 を構成する個人情報を い

います。  

こ の「 個人情報データ ベース等」 と は、 特定の個人情報をコ ンピュ ータ を 用

いて検索する こ と ができ る よ う に体系的に構成し た個人情報を 含む情報の集

合体、又はコ ンピュ ータ を用いていない場合であっ ても 、紙面で処理し た個人

情報を 一定の規則（ 例えば、 五十音順、 生年月日順など） に従っ て整理・ 分類

し 、 特定の個人情報を 容易に検索するこ と ができ るよう 、 目次、 索引、 符号等

を 付し 、 他人によ っ ても 容易に検索可能な状態に置いているも のを いいます。  

し たがっ て、 診療録等の診療記録や介護関係記録については、 通常、 媒体の

如何にかかわら ず、体系的に整理さ れ、特定の個人情報を 容易に検索でき る状

態で保有し ているこ と から 、 「 個人データ 」 に該当し ます。  

 

③保有個人データ   

「 保有個人データ 」と は、個人データ のう ち、個人情報取扱事業者が、開示、

内容の訂正、 追加又は削除、 利用の停止、 消去及び第三者への提供の停止を 行

う こ と のでき る権限を有するも のを いいます。し たがっ て、委託を受けて取り

扱っ ている個人データ や、個人情報のう ち体系的に整理さ れていないも のにつ

いては、 「 保有個人データ 」 には該当し ません。  

 

 

Ｑ ２ －２  「 個人情報」 と は、 具体的にどのよう なも のがあり ますか。  

 

Ａ ２ －２  医療・ 介護関係事業者が保有し ている個人情報には様々なも のがあ

り ますが、 具体的には、 以下のよう なも のがあり ます。  

・ 患者・ 利用者の情報 

・ 医師、 歯科医師、 薬剤師、 看護師、 介護職員、 事務職員等の従業者の情報 

・ 仕入先業者等の従業者の情報 など 

 

なお、 診療録や介護関係記録に患者・ 利用者の情報のほか、 患者・ 利用者の

家族に関する情報が記載さ れている場合、その家族の個人情報を 保有し ている

こ と になり ます。  

 

※ こ のう ち、 従業者の情報については、 ガイ ド ラ イ ン（ 通則編） 及び「 雇用

管理分野における 個人情報のう ち 健康情報を 取り 扱う に当たっ ての留意事

項について」 （ 平成２ ９ 年５ 月２ ９ 日付け個情第７ ４ ９ 号・ 基発０ ５ ２ ９ 第
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３ 号個人情報保護委員会事務局長・ 厚生労働省労働基準局長通知） を参照し

てく ださ い。  

 

 

Ｑ ２ －３  医療・ 介護関係事業者において取り 扱う 「 個人識別符号」 には、 具

体的にどのよう なも のがあり ますか。  

 

Ａ ２ －３  「 個人識別符号」 と は、その情報単体から 特定の個人を 識別するこ と

ができ るも のと し て個人情報保護法施行令で定めら れた文字、番号、記号その

他の符号を いい、 こ れに該当するも のが含まれる情報は個人情報と なり ます。 

  医療・ 介護関係事業者が取り 扱う「 個人識別符号」 の具体的な内容と し ては、

例えば細胞から 採取さ れたデオキシリ ボ核酸（ 別名DNA） を 構成する塩基の配

列（ ※） 、 健康保険法（ 大正１ １ 年法律第７ ０ 号） に基づく 保険者番号及び被

保険者等記号・ 番号、 介護保険法（ 平成９ 年第１ ２ ３ 号） に基づく 被保険者証

の番号及び保険者番号などがあり ます。  

なお、 上記の保険者番号及び被保険者等記号・ 番号や、 被保険者証の番号及

び保険者番号については、それぞれこ れら の記号、番号等が全て含まれる情報

が、 個人識別符号に該当し ます。  

 

※ ガイ ド ラ イ ン（ 通則編） においては、「 細胞から 採取さ れたデオキシリ ボ

核酸（ 別名DNA） を 構成する塩基の配列」 のう ち、 個人識別符号に該当する

も のは、「 ゲノ ムデータ（ 細胞から 採取さ れたデオキシリ ボ核酸（ 別名DNA）

を構成する塩基の配列を文字列で表記し たも の） のう ち、全核ゲノ ムシーク

エ ン スデータ 、 全エ ク ソ ームシ ーク エ ン スデータ 、 全ゲノ ム一塩基多型

（ si ngl e nucl eot i de pol ymor phi sm： SNP） データ 、 互いに独立な４ ０ 箇所

以上のSNPから 構成さ れるシーク エン スデータ 、 ９ 座位以上の４ 塩基単位の

繰り 返し 配列（ shor t  t andem r epeat： STR） 等の遺伝型情報により 本人を 認

証するこ と ができ るよう にし たも の」 と さ れている。  

 

 

Ｑ ２ －４  医療・ 介護関係事業者において取り 扱う 「 要配慮個人情報」 には、

具体的にどのよう なも のがあり ますか。  

 

Ａ ２ －４  「 要配慮個人情報」 と は、 不当な差別や偏見その他不利益が生じ ない

よう にその取扱いに特に配慮を 要する も のと し て個人情報保護法第２ 条第３

項、 個人情報保護法施行令第２ 条及び個人情報保護法施行規則第５ 条で定め
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る記述等が含まれる個人情報を いいます。 要配慮個人情報の取得や個人デー

タ の第三者提供に当たっ ては、原則と し て、あら かじ め本人の同意を 得る必要

があり ます。また、 要配慮個人情報である個人データ については、 個人情報保

護法第２ ７ 条第２ 項の規定によ る 第三者提供（ オプト アウト による 第三者提

供） は認めら れており ません。  

  医療・ 介護関係事業者が取り 扱う「 要配慮個人情報」 の具体的な内容と し て

は、診療録等の診療記録や介護関係記録に記載さ れた病歴、診療や調剤の過程

で、 患者の身体状況、 病状、 治療等について、 医療従事者が知り 得た診療情報

や調剤情報、健康診断の結果及び保健指導の内容、障害（ 身体障害、知的障害、

精神障害等） の事実、 犯罪により 害を 被っ た事実などがあり ます。  

 

 

Ｑ ２ －５  平成２ ７ 年改正法の施行（ 平成２ ９ 年５ 月３ ０ 日） 前に取得し た個

人情報であっ て、施行後に要配慮個人情報に該当するこ と と なっ た場合、改

めて取得について本人同意を得る必要があり ますか。  

 

Ａ ２ －５  平成２ ７ 年改正法の施行前に適法に取得し た個人情報が施行後に要

配慮個人情報に該当し たと し ても 、 改めて取得のための本人同意を 得る必要

はあり ません。  

 

 

Ｑ ２ －６  平成２ ７ 年改正法の施行（ 平成２ ９ 年５ 月３ ０ 日） 前に取得し た個

人情報であっ て、施行後に要配慮個人情報に該当するこ と と なり 、当該情報

について、新たに第三者提供をする場合には本人同意を 得る必要があり ます

か。  

 

Ａ ２ －６  個人データ の第三者提供については、 要配慮個人情報に係るも のか

否かを問わず、 原則と し て本人の同意が必要です。  

なお、平成２ ７ 年改正法の施行後に要配慮個人情報である個人データ に該当

するこ と と なっ た場合、施行後はオプト アウト による第三者提供は認めら れま

せん。  

 

 

Ｑ ２ －７  死亡し た個人の情報については、「 個人情報」 に該当せず、 個人情

報保護法の対象にはなり ませんが、 どのよう に取り 扱う べき ですか。  
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Ａ ２ －７  本ガイ ダンスでは、患者・ 利用者が死亡し た後においても 、事業者が

当該患者・ 利用者の情報を保存し ている場合には、情報の漏えい等の防止のた

め、生存する個人の情報と 同様の安全管理措置を講ずるよう 求めています（ 参

照： 本ガイ ダンスｐ ３ ） 。  

また、 患者・ 利用者が死亡し た際に、 遺族に対し て診療情報・ 介護関係記録

を 提供する場合には、厚生労働省において作成し た「 診療情報の提供等に関す

る指針」 （ 「 診療情報の提供等に関する指針の策定について」 （ 平成１ ５ 年９

月１ ２ 日付け医政発０ ９ １ ２ ０ ０ １ 号厚生労働省医政局長通知） 別添） の「 ９  

遺族に対する診療情報の提供」の取扱いに従っ て提供を行う こ と を求めていま

す（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ４ ） 。  

 

 

Ｑ ２ －８  取り 扱う 個人情報の数が少ない小規模の医療・ 介護関係事業者は、

個人情報保護法の対象外ですか。  

 

Ａ ２ －８  平成２ ７ 年改正法の施行前の個人情報保護法では、 取り 扱う 個人デ

ータ の数が過去６ 月間に一度も ５ , ０ ０ ０ 件を 超えたこ と がない小規模事業

者は、 個人情報取扱事業者と し ての義務等は課せら れないこ と と なっ ていま

し たが、 法改正に伴い、当該規定は廃止さ れまし た。 取り 扱う 個人情報の数に

かかわら ず、全ての個人情報取扱事業者及び行政機関等が、原則と し て個人情

報保護法の適用対象と なり ます。  

 

 

Ｑ ２ －９  例えば、医療機関で保存し ている院内処方箋について、イ ンデッ ク

ス等を付けずに段ボール箱に入れて保存し ており 、容易に検索するこ と がで

き ない場合、 個人データ に該当し ないと 考えてよいですか。  

 

Ａ ２ －９  処方箋は医療法（ 昭和２ ３ 年法律第２ ０ ５ 号） により ２ 年間の保存義

務が課せら れていますが（ 医療法第２ １ 条第１ 項第９ 号、医療法施行規則（ 昭

和２ ３ 年厚生省令第５ ０ 号） 第２ ０ 条第１ ０ 号） 、こ のよう に医療機関におい

て保存すべき 文書については、必要な場合に利用でき るよう 、適切に整理し て

おく 必要があり ます。こ のため、処方箋は容易に検索可能な形で保存し ておく

必要があり 、 そのよう にし た上で、「 個人データ 」 と し て取り 扱う こ と になり

ます。  
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Ｑ ２ －１ ０  遺族への開示については「 診療情報の提供等に関する指針」 に従

っ て開示を 行う こ と と さ れていますが、薬局の場合も 当該指針に従っ て、遺

族へ開示すればよいのでし ょ う か。  

 

Ａ ２ －１ ０  薬局において、 遺族から 死亡し た患者に関する 診療情報の開示の

請求があっ た場合には、病院等と 同様に、「 診療情報の提供等に関する指針」

に従っ て遺族へ開示し てく ださ い。  

 

 

Ｑ ２ －１ １  氏名等の特定の個人を 識別する こ と ができ る記述等を 削除し た

情報は、 個人情報に該当し ますか。  

 

Ａ ２ －１ １  生存する 個人に関する 情報を 取り 扱う に当たっ ては、 個人情報保

護法における個人情報、仮名加工情報、匿名加工情報等の区分に応じ て取り 扱

う 必要があり ます。 個人情報に含まれる 氏名等の特定の個人を 識別するこ と

ができ る 記述等を 削除し てそれ単体では特定の個人を 識別するこ と ができ な

いよう に加工し た場合や、顔写真について、一定のマスキングを 行っ てそれ単

体では特定の個人を 識別する こ と ができ ないよう 加工し た場合でも 、 他の情

報と 容易に照合するこ と ができ 、 それにより 特定の個人（ 患者・ 利用者等） を

識別する こ と ができ る 場合には、 当該情報と 合わせて全体と し て個人情報に

該当し ます。  

 

 

＜本人の同意＞ 

 

Ｑ ３ －１  本人の同意を 得る場合には、 文書で同意を 得る必要があり ますか。 

 

Ａ ３ －１  医療機関等については、 本人の同意を 得る方法について法令上の規

定はあり ません。 こ のため、 文書による方法のほか、 口頭、 電話による方法な

ども 認めら れます。同意を求める内容や緊急性などを勘案し 、それぞれの場面

に適切な方法で同意を 得るべき と 考えます。  

介護関係事業者については、介護保険法に基づく 指定基準により 、サービス

担当者会議等において利用者又は家族の個人情報を使用する場合は、利用者又

は家族から 文書によ る 同意を 得ておく 必要がある こ と に留意が必要です（ 参

照： 本ガイ ダンスｐ ５ ０ ） 。  
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＜個人情報を 研究に利用する場合の取扱い＞ 

 

Ｑ ４ －１  患者・ 利用者の個人情報を研究に利用する場合、本人の同意が必要

ですか。  

 

Ａ ４ －１  令和３ 年改正法の施行により 、 大学その他の学術研究を 目的と する

機関若し く は団体又はそれら に属する者（ 学術研究機関等） が学術研究の用に

供する目的で個人情報を 取り 扱う 場合にも 、 個人情報保護法が適用さ れるこ

と と なり まし た。 その上で、 利用目的による制限（ 同法第１ ８ 条第１ 項） 、 要

配慮個人情報の取得制限（ 同法第２ ０ 条第２ 項） 、 第三者提供の制限（ 同法第

２ ７ 条第１ 項） 等については、学術研究目的で個人情報を取り 扱う 一定の場合

に関し 、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を 除き 、例外規定

が設けら れています。  

また、こ う し た例外規定の適用を 受けない場合であっ ても 、公衆衛生の向上

に特に資するも のであっ て、本人の同意を 得るこ と が困難であると き には、本

人の同意を得るこ と なく 、利用目的の達成に必要な範囲を 超えた個人情報の取

扱いや、 個人データ の第三者提供が許容さ れるも のと さ れています（ 参照： 本

ガイ ダンスｐ ２ ７ 、 ｐ ４ ７ 、「 「 個人情報の保護に関する法律についてのガイ

ド ラ イ ン」 に関するＱ ＆Ａ 」 のＱ ２ －１ ５ 、 Ｑ ７ －２ ４ 、 Ｑ ７ －２ ５ ） 。  

ただし 、 医学研究分野に関し ては、「 人を 対象と する生命科学・ 医学系研究

に関する倫理指針」 （ 令和３ 年文部科学省・ 厚生労働省・ 経済産業省告示第１

号）など本ガイ ダンスの別表５ に掲げるよう な医学研究分野に関する指針が策

定さ れており 、こ れら の指針に該当する研究は、当該指針の内容に従う 必要が

あり ます。 こ れら の指針において、 研究を 実施するに当たり 、 原則と し てイ ン

フ ォ ームド ・ コ ンセン ト （ 同意） を得る必要があると さ れていますが、 一定の

条件を 付し てイ ンフ ォ ームド・ コ ンセント を必ずし も 要し ない場合についても

規定し ています。  

 

 

Ｑ ４ －２  患者の紹介元の医師から 、研究のみの目的で利用するため、紹介患

者の診療情報等を 提供し てほし いと の依頼があっ た場合は、どのよう に対応

すればよいでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －２  通常、医療機関等において、患者の診療情報等は個人データ に該当す

ると 考えら れる と こ ろ 、 個人データ に該当する診療情報等の第三者提供及び

目的外利用に当たっ ては、 原則と し て本人の同意が必要です。 また、 医療機関
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等において第三者提供に当たり 黙示の同意が得ら れている と 考えら れる のは、

本人への医療の提供のために必要な範囲に限ら れます（ 参照： 本ガイ ダンスｐ

４ ８ 、 ｐ ４ ９ ） 。 も っ と も 、 学術研究に関する例外規定、 公衆衛生に関する例

外規定等の個人情報保護法第２ ７ 条第１ 項各号に定める例外規定に該当する

場合には、本人の同意を 得ずに、診療情報等の第三者提供を行う こ と ができ ま

す。  

また、 医学研究分野の場合、「 人を 対象と する生命科学・ 医学系研究に関す

る倫理指針」など本ガイ ダンスの別表５ に掲げるよう な医学研究分野に関する

指針が策定さ れており 、こ れら の指針に該当する研究であれば、診療情報等を

提供する医師についても 、 当該指針が適用さ れます。 こ れら の指針において、

研究を 実施するに当たっ ての手続が定めら れており 、原則と し てイ ンフ ォ ーム

ド ・ コ ンセント （ 同意） を得る必要があるこ と についてはＡ ４ －１ のと おり で

す。なお、「 人を 対象と する生命科学・ 医学研究に関する倫理指針」 において、

研究目的での個人データ の第三者提供については、黙示の同意は認めら れてい

ないこ と に留意する必要があり ます。  

 

 

＜個人情報に関する相談体制＞ 

 

Ｑ ５ －１  個人情報に関する相談体制はどのよう にすべき でし ょ う か。  

 

Ａ ５ －１  個人情報保護法第４ ０ 条では、医療・ 介護関係事業者は個人情報の取

扱いに関し て患者・ 利用者等から 苦情の申出があっ た場合、適切かつ迅速な対

応に努めなければなら ず、 そのために必要な体制の整備に努めなければなら

ないと さ れています。  

また、 個人情報の取扱いに関し て、 本ガイ ダンスでは、 患者・ 利用者等が疑

問に感じ た内容を 、いつでも 、気軽に問合せでき る窓口機能等を 確保するこ と

が重要であると し ています（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ４ ） 。  

 

 

Ｑ ５ －２  相談体制を整備するにあたり 、具体的な留意点と し てはどのよう な

点が挙げら れますか。  

 

Ａ ５ －２  患者・ 利用者等が利用し やすいよう に配慮するこ と が重要です。こ の

ため、 医療・ 介護関係事業者の規模等に応じ 、  

① 相談窓口について院内掲示等により 広報し 、医療・ 介護関係事業者と し て
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患者・ 利用者等から の相談や苦情を受け付けているこ と を広く 周知するこ と  

② 専用の相談スペースを 確保する など相談し やすい環境や雰囲気を 作る こ

と  

③ 担当職員に個人情報に関する 知識や事業者内の規則を 十分理解さ せる と

と も に、 相談内容の守秘義務を 徹底するなど、 窓口の利用に伴う 患者・ 利用

者等の不安が生じ ないよう にするこ と  

などに配慮する必要があり ます。  

 

 

Ｑ ５ －３  既存の医療安全に関する相談窓口が、個人情報に関する相談窓口を

兼ねるこ と は認めら れますか。  

 

Ａ ５ －３  既存の患者相談窓口が個人情報に関する 相談機能を 兼ねる こ と でも

問題あり ません。その場合、対応する職員には、個人情報の取扱いについても

十分な知識を有するこ と が必要です。  

 

 

Ｑ ５ －４  現在の職員体制等では、全診療時間帯で相談窓口を 開設するこ と が

困難です。 特定の曜日、 時間帯のみ開設する こ と でよいですか。 また、 独立

し た窓口を 設置する必要があり ますか。  

 

Ａ ５ －４  患者・ 利用者等が利用し やすいと いう 観点から は、 患者・ 利用者等が

希望する日時に相談でき る体制を 確保するこ と が望まし いです。  

し かし 、 医療・ 介護関係事業者の規模や職員体制等を 勘案し 、 特定の曜日、

時間帯のみに相談窓口が開設さ れるこ と も やむを 得ないと 考えます。こ の場合、

でき るだけ患者・ 利用者等が相談し やすいよう 配慮する観点から 、週により 開

設する曜日や時間帯を変化さ せる方法も 考えら れます。  

また、 専用の相談窓口を 設置する方法のほかに、 受付・ 会計等の窓口におい

て、 相談の窓口機能を 持たせるこ と でも 構いませんが、 その場合にも 、 Ｑ ５ －

２ を参考に、 患者・ 利用者等が相談し やすい体制を 整備する必要があり ます。 

 

 

Ｑ ５ －５  小規模な医療・ 介護関係事業者でも 個人情報に関する相談窓口を 設

置する必要があり ますか。認定個人情報保護団体等が開設する相談窓口を 案

内するこ と で代用でき ませんか。  
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Ａ ５ －５  個人情報保護法第４ ０ 条では、「 個人情報取扱事業者は、 個人情報の

取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなればなら ない。」 と さ れて

おり 、 患者から の相談や苦情等があっ た場合は、 まず、 医療・ 介護関係事業者

が自ら 対応する必要があり ます。   

また、患者・ 利用者等から の問合せにどのよう に対応すべき か疑問を生じ た

場合等には、認定個人情報保護団体や個人情報保護委員会の個人情報保護法相

談ダイ ヤル等に照会するなどし て、 曖昧な回答を し ないこ と が重要です。   

 

 

Ｑ ５ －６  相談窓口の業務を 担当する 職員への教育等はどのよ う にすればよ

いでし ょ う か。  

 

Ａ ５ －６  相談窓口の職員は、 個人情報保護に関し て十分な知識を 有すると と

も に、相談・ 苦情の内容を 外部の人や他の職員に漏えいし ないよう 、高いモラ

ルが求めら れます。  

こ のため、担当職員に対し 、業務の重要性や個人情報保護の取扱いに係る知

識・ 技術を高めるための教育研修の実施（ 認定個人情報保護団体や行政が行う

研修等への参加を 含む。 ） を行う など、 個人情報の保護が徹底さ れるよう 配慮

する必要があり ます。  

 

 

Ｑ ５ －７  本ガイ ダンスｐ ４ で「 個人情報の利用目的の説明や窓口機能等の整

備、開示の請求を 受け付ける方法を定める場合等に当たっ ては、障害のある

患者・ 利用者等にも 配慮する必要がある。」 と さ れていますが、 どのよう な

こ と をすればよいですか。  

 

Ａ ５ －７  例えば、聴覚障害者のために手話や筆談による説明を 行っ たり 、視覚

障害者のために点字の説明書を提供し たり するこ と が考えら れます。なお、こ

れら の取組は、すべての医療・ 介護関係事業者が事前にすべて準備し なければ

なら ないも のではなく 、患者・ 利用者等から の求めに応じ 、 地域のボラ ンティ

ア等の協力を 得るなどし つつ、 ニーズに応じ た対応を 図っ ていく こ と が求め

ら れます。  

 

 

＜その他＞ 
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Ｑ ６ －１  医療・ 介護関係事業者が個人情報取扱事業者と し ての義務規定に違

反し た場合はどのよう な罰則があるのでし ょ う か。  

 

Ａ ６ －１  個人情報取扱事業者が個人情報を 不適切に取り 扱う 事例等があっ た

と き には、個人情報保護委員会は個人情報取扱事業者に対し て、①個人情報の

取扱いに関する報告の徴収及び立入検査（ 個人情報保護法第１ ４ ６ 条第１ 項） 、

指導及び助言（ 同法第１ ４ ７ 条） 、②個人情報取扱事業者が一定の義務に違反

し た場合における、違反行為を是正するための必要な措置に係る勧告（ 同法第

１ ４ ８ 条第１ 項） 、 命令（ 同法第１ ４ ８ 条第２ 項又は第３ 項） を 行う 場合があ

り ます。 こ のと き 、 個人情報取扱事業者が、 ①個人情報保護委員会の命令（ 同

法第１ ４ ８ 条第２ 項又は第３ 項） に違反し た場合、②個人情報保護委員会から

の報告徴収（ 同法第１ ４ ６ 条第１ 項） に対し て報告を せず、 又は虚偽報告を し

た場合、立入検査を拒んだ場合には、個人情報取扱事業者に対し て罰則が科さ

れる可能性があり ます（ 同法第１ ７ ８ 条・ 第１ ８ ２ 条） 。  

 

※ 個人情報保護法第１ ５ ０ 条第１ 項の規定に基づき 、同法第１ ４ ６ 条第１ 項

の規定によ る権限が個人情報保護委員会から 事業所管大臣に委任さ れた場

合には、 厚生労働大臣が報告徴収及び立入検査を 行う こ と があり ます。  

さ ら に、 同法第１ ７ ０ 条及び個人情報保護法施行令第４ ０ 条において、 同

法第１ ４ ６ 条第１ 項に規定する 個人情報保護委員会の権限が同法第１ ５ ０

条第１ 項の規定により 事業所管大臣に委任さ れた場合において、個人情報取

扱事業者が行う 事業であっ て事業所管大臣が所管する も のについての報告

徴収及び立入検査に係る権限に属する事務の全部又は一部が、他の法令の規

定によ り 地方公共団体の長その他の執行機関が行う こ と と さ れている と き

は、 当該地方公共団体の長等が行う こ と があり ます。  

なお、 令和６ 年３ 月時点において、 同法第１ ５ ０ 条第１ 項に基づく 厚生労

働大臣への権限委任は行われていません。  

 

 

Ｑ ６ －２  漏えい等が発生し た場合や、従業者が個人情報データ ベース等を 不

正な利益を 図る目的で第三者に提供し た場合に、個人情報取扱事業者や従業

者は個人情報保護法に基づき いかなる責任を 負う のでし ょ う か。  

 

Ａ ６ －２  個人情報保護法上、個人情報取扱事業者は、その取り 扱う 個人データ

の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じ る必要があり（ 同法第２ ３ 条） 、

また、その従業者に個人データ を 取り 扱わせるに当たっ ては、当該個人データ
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の安全管理が図ら れる よ う 、 当該従業者に対する 必要かつ適切な監督を 行う

必要があり ます（ 同法第２ ４ 条） 。 こ のため、 漏えい等が発生し た場合、 個人

情報取扱事業者は、 こ れら の義務違反を 問われる可能性があり ます。  

  また、個人情報取扱事業者若し く はその従業者又はこ れら であっ た者が、そ

の業務に関し て取り 扱っ た個人情報データ ベース等（ その全部又は一部を 複

製し 、又は加工し たも のを 含む。） を自己若し く は第三者の不正な利益を図る

目的で提供し 、 又は盗用し たと き は、 同法第１ ７ ９ 条により 刑事罰（ １ 年以下

の懲役又は５ ０ 万円以下の罰金） が科さ れる可能性があり ます。  

従業者は、 医師等の医療従事者については刑法（ 明治４ ０ 年法律第４ ５ 号）

や各資格法で規定さ れている守秘義務違反に、介護関係事業者の従業者につい

ては介護保険関係法令で規定さ れている守秘義務違反に、また、資格を 有し な

い従業者についても 、 業務の内容によっ ては（ 不妊手術、 精神保健、 感染症な

ど）関係法律により 規定さ れている守秘義務違反に問われる可能性があり ます。 

なお、漏えい等により 権利を 侵害さ れた者から 民事上の責任を 問われる可能

性も あり ます。  

 

 

Ｑ ６ －３  個人情報保護法が施行さ れるこ と により 、紙媒体の診療録が使用で

き なく なっ たり 、診療録の記載方法が定めら れたり（ 日本語での記載が義務

づけら れる等） するこ と はあり ますか。  

 

Ａ ６ －３  個人情報保護法の施行により 、紙の診療録が使えなく なっ たり 、診療

録の記載方法が定めら れるも のではあり ません。ただし 、診療録など保有個人

データ に該当するも のについては、 開示の請求があっ た場合に原則と し て開

示する必要があり ますし 、良質かつ適切な医療を提供する観点から は、他の医

療従事者等にと っ ても 読みやすい内容と なるよう 心がけるべき と 考えます。   

なお、 「 診療情報の提供等に関する指針」 では、 診療記録の開示の際、 患者

等が補足的な説明を 求めたと き は、医療従事者等はでき る限り 速やかにこ れに

応じ なければなら ず、こ の場合にあっ ては、担当の医師等が説明を行う こ と が

望まし いと さ れています。  

 

 

Ｑ ６ －４  個人情報保護法に基づき 、医療・ 介護関係事業者に対し て指導監督

等を 行う のは、 どこ の行政機関と なるのでし ょ う か。  

 

Ａ ６ －４  個人情報保護委員会が、 個人情報保護法第１ ４ ６ 条から 第１ ４ ８ 条
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までの規定に基づき 、個人情報取扱事業者である医療・ 介護関係事業者に対し

「 報告徴収」 、 「 立入検査」 、 「 指導・ 助言」 、 「 勧告」 及び「 命令」 を行う

こ と になり ます。また、同法第１ ５ ０ 条第１ 項の規定に基づき 、同法第１ ４ ６

条第１ 項の規定によ る 権限が個人情報保護委員会から 事業所管大臣に委任さ

れた場合には、 厚生労働省又は地方公共団体が報告徴収及び立入検査を 行う

こ と があり ます。  

なお、令和６ 年３ 月時点において、同法第１ ５ ０ 条第１ 項に基づく 厚生労働

大臣への権限委任は行われていません。  
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【 各論】  

＜利用目的の特定等＞ 

 

Ｑ １ －１  実習のために看護師養成所等の学生を受け入れる場合、実習を 行う

に当たり 、 患者の同意は必要でし ょ う か。  

 

Ａ １ －１  医療機関等については、 実習を 行う に当たり 患者等の個人情報を 利

用する場合には、あら かじ め院内掲示等により 利用目的を 公表し ておく か、個

人情報を 利用する段階で当該利用目的について患者本人から 同意を 得る必要

があり ます。なお、 実習を 行う 際には、事前に十分かつ分かり 易い説明を行っ

た上で同意を得る必要があり 、その同意を患者・ 家族と 文書で取り 交わすこ と

が望まし いと 考えています。   

介護関係事業者については、介護保険法に基づく 指定基準により 、サービス

担当者会議等において利用者又は家族の個人情報を使用する場合は、利用者又

は家族から 文書による同意を 得るこ と と さ れているこ と を 踏まえ、実習の学生

の受入れのよう に第三者に個人情報を 提供する場合には、あら かじ め文書によ

り 利用者又は家族の同意を得ておく 必要があり ます（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ５

０ ） 。  

 

 

＜利用目的の通知等＞ 

 

Ｑ ２ －１  本ガイ ダンスの別表２ の「 患者への医療の提供に必要な利用目的」

や「 介護サービスの利用者への介護の提供に必要な利用目的」 は、 個人情報

保護法第２ １ 条第４ 項第４ 号の「 取得の状況から みて利用目的が明ら かであ

ると 認めら れる場合」 に該当すると 考えら れるので、こ のよう な利用目的は

本人に通知又は公表し なく ても よいのではないでし ょ う か。  

 

Ａ ２ －１  医療・ 介護関係事業者においては、本ガイ ダンスの別表２ に示すよう

に、 患者・ 利用者に関する情報を様々な目的で利用し ます。 別表２ に掲げる内

容には、「 取得の状況から みて利用目的が明ら かである」 と 考えら れる事項も

あり ますが、本ガイ ダンスでは、患者・ 利用者等に利用目的を分かり やすく 示

す観点から 、 こ のよ う な利用目的についても 院内掲示等によ り 公表するこ と

を求めています（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ３ １ ） 。   

また、医療機関等において、黙示の同意に基づき 他の医療機関等に対し 個人

データ を 提供する場合は、 あら かじ め院内掲示等により 、 その利用目的や、 あ
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ら かじ め本人の明確な同意を 得る よ う 求める こ と ができ る こ と 等について公

表するこ と が前提と なっ ています（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ４ ８ ～５ ０ ） 。   

なお、介護関係事業者において、サービス担当者会議等に使用するために他

の介護関係事業者に情報提供を 行う 場合は、介護保険法に基づく 指定基準によ

り 、事業所内への掲示によるのではなく 、サービス利用開始時に適切に利用者

から 文書による同意を得ておく 必要があるこ と に留意が必要です（ 参照： 本ガ

イ ダンスｐ ５ ０ ） 。  

 

 

Ｑ ２ －２  利用目的の公表に当たっ ては、 診療録、 看護記録、 ケアプラ ン等の

書類の種類ごと に利用目的を 特定し て公表し なければなら ないのでし ょ う

か。  

 

Ａ ２ －２  個人情報保護法では、医療・ 介護関係事業者が個人情報を取り 扱う に

当たっ ては、利用目的を特定するこ と と さ れています。医療・ 介護関係事業者

は、本ガイ ダンスの別表２ を 参考と し て、通常必要な利用目的を 特定するこ と

と さ れており 、 書類の種類ごと に利用目的を 特定する こ と までは必ずし も 求

めら れていません。  

 

 

Ｑ ２ －３  特定し た利用目的は、院内掲示等により 公表するこ と で十分でし ょ

う か。  

 

Ａ ２ －３  特定し た利用目的を 院内掲示等により 公表する場合には、 単に公表

し ておく だけではなく 、患者・ 利用者等が十分理解でき るよう 受付時に注意を

促し たり 、 必要に応じ て受付後に改めて説明を行っ たり するほか、 患者・ 利用

者等の希望があれば詳細な説明や当該内容を 記載し た書面の交付を 行う など、

医療・ 介護関係事業者において個々の患者のニーズに適切に対応し ていく こ

と が求めら れます（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ３ １ ） 。  

 

 

Ｑ ２ －４  患者から 、院内掲示し た利用目的のう ち、一部の利用目的には同意

でき ないと いう 申出があり まし た。こ れを理由と し て診療し ない場合、医師

法（ 昭和２ ３ 年法律第２ ０ １ 号） 第１ ９ 条の応招義務違反と なるのでし ょ う

か。  
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Ａ ２ －４  患者の個人情報の利用目的には、 患者の診療に必要な事項や医療機

関の経営改善に資する事項など様々な項目があり ます。こ のため、患者から 利

用目的の一部に同意し ない旨の申出があっ た場合、 医療機関はでき る だけ患

者の希望を 尊重し た対応を と るこ と が望まれます。一方、医療機関が最善の取

組を 行っ たと し ても 、当該利用目的で利用し なければ、診療に支障が生じ るこ

と が想定さ れる場合には、その状況について患者に十分に説明し 、患者の判断

によるこ と になり ます。   

なお、医師の応招義務については、個別の事例に応じ て判断が異なるも ので

あり 、 こ れら の要件を総合的に勘案し て判断さ れるこ と になり ます。   

 

 

Ｑ ２ －５  本人から 病歴等の要配慮個人情報を 聞き 取る場合、別途、その取得

について本人の同意を と ら なければなら ないのでし ょ う か。  

 

Ａ ２ －５  要配慮個人情報を 取得する場合には、原則と し て、あら かじ め本人の

同意を得る必要があり ます。  

一方で、医療機関の受付等で診療を希望する患者は、傷病の回復等を目的と

し ており 、医療機関は患者の傷病の回復等を目的と し てより 適切な医療が提供

でき るよう に治療に取り 組むと と も に、その費用を 公的医療保険に請求する必

要が生じ ます。良質で適正な医療の提供を 受けるためには、また公的医療保険

の扶助を 受けるためには、医療機関等が患者の要配慮個人情報を 含めた個人情

報を取得するこ と は不可欠です。  

こ のため、 例えば、 患者が医療機関の受付等で、 問診票に患者自身の身体状

況や病状などを記載し 、 個人番号カ ード （ マイ ナンバーカ ード ） 又は資格確認

書と と も に受診を 申し 出るこ と は、患者自身が自己の要配慮個人情報を含めた

個人情報を医療機関等に取得さ れるこ と を前提と し ていると 考えら れるため、

医療機関等が要配慮個人情報を 書面又は口頭等によ り 本人から 適正に直接取

得する場合は、患者の当該行為をも っ て、当該医療機関等が当該情報を 取得す

るこ と について本人の同意があっ たも のと 解さ れます（ 参照： 本ガイ ダンスｐ

３ ３ ） 。  

 

 

Ｑ ２ －６  意識不明の患者が搬送さ れた場合、付き 添っ ていた家族から 本人の

病歴等を 聞き 取るこ と はでき ますか。  

 

Ａ ２ －６  要配慮個人情報を 取得する場合には、原則と し て、あら かじ め本人の
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同意を 得る必要があり ますが、 個人情報保護法第２ ０ 条第２ 項各号に定める

場合は、 本人の同意を 得る必要はあり ません。急病その他の事態が生じ 、 患者

本人に対し て適切な処置を 行う ために本人の病歴等の取得が必要なと き に、

本人が意識不明であれば、「 人の生命、身体又は財産の保護のために必要があ

る場合であっ て、 本人の同意を得るこ と が困難であると き 」（ 同法第２ ０ 条第

２ 項第２ 号） に該当するため、 医師や看護師などの医療従事者は、 本人の同意

を得るこ と なく 、本人の病歴等を 家族から 聴取するこ と ができ ます（ 参照： 本

ガイ ダンスｐ ３ ４ ） 。  

なお、 こ の場合、 本人の意識が回復し た後に、 家族等から 取得し た情報の内

容と その相手について本人に説明するこ と になり ます（ 参照： 本ガイ ダンスｐ

２ ３ 、 ｐ ２ ４ ） 。  

 

 

Ｑ ２ －７  患者の診療記録や調剤録等を 他の医療機関等から 取得する 場合、

改めて本人から 同意を 得る必要があり ますか。  

 

Ａ ２ －７  医療機関等が要配慮個人情報を 第三者提供の方法によ り 取得し た場

合、 提供元が個人情報保護法第２ ０ 条第２ 項及び第２ ７ 条第１ 項の規定に基

づいて本人から 必要な同意（ 要配慮個人情報の取得及び第三者提供に関する

同意） を取得し ているこ と が前提と なるため、提供を 受けた当該医療機関等が、

改めて本人から 同法第２ ０ 条第２ 項の規定に基づく 同意を 得る 必要はないも

のと 解さ れます（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ３ ３ ） 。  

 

 

Ｑ ２ －８  患者の診療記録等を 他の医療機関等へ提供する場合、 改めて本人

から 同意を 得る必要があり ますか。  

 

Ａ ２ －８  他の医療機関等への情報の提供のう ち、 患者の傷病の回復等を 含め

た患者への医療の提供に必要であり 、かつ、個人情報の利用目的と し て院内掲

示等によ り 明示さ れている場合は、 原則と し て黙示の同意が得ら れているも

のと 考えら れます。  

なお、傷病の内容によっ ては、患者の傷病の回復等を目的と し た場合であっ

ても 、個人データ を 第三者提供する場合は、あら かじ め本人の明確な同意を 得

るよう 求めら れる場合も 考えら れ、 その場合、 医療機関等は、 本人の意思に応

じ た対応を行う 必要があり ます（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ４ ８ ） 。  
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＜安全管理措置、 従業者の監督及び委託先の監督＞ 

 

Ｑ ３ －１  適切な安全管理措置を行う ためには、個人データ に該当する文書等

は鍵のかかる場所へ保管し なければなら ないのでし ょ う か。  

 

Ａ ３ －１  個人データ を 含む書類の管理方法は、医療・ 介護関係事業者の規模や

従業者の数などによっ て様々であると 考えら れ、すべての医療・ 介護関係事業

者において、 鍵のかかる 場所への保管が義務づけら れている わけではあり ま

せん。一方、当該事業者によっ ては、施錠だけではなく I Cカ ード による入室シ

ステム等の導入が必要と 考えら れる場合も あり ます。こ のため、 医療・ 介護関

係事業者において、自ら の事業規模や現在の個人情報の取扱い方を 踏まえ、個

人データ の種類に応じ て、適切な管理方法を 検討し 、適切な安全管理措置を 講

ずる必要があり ます。  

 

 

Ｑ ３ －２  個人情報をコ ンピュ ータ に入力するに当たり 、入力者の記録を 保存

し ておく 必要はあるでし ょ う か。  

 

Ａ ３ －２  個人情報保護法令及び本ガイ ダン スにおいては、 個人情報の入力者

を記録し ておく こ と は求めていません。医療・ 介護関係事業者において、安全

管理措置の一環と し て入力者の記録が必要と 判断する 場合には、 当該記録を

保存するこ と も 考えら れます。  

 

 

Ｑ ３ －３  本ガイ ダンスｐ ４ ０ に記載さ れている、「 医療情報システムの安全

管理に関するガイ ド ラ イ ン」に基づき 安全管理措置を行う 際の留意点はある

でし ょ う か。  

 

Ａ ３ －３  「 医療情報システムの安全管理に関するガイ ド ラ イ ン」 は、 本ガイ ダ

ンスと 対になる も のですが、 個人情報保護は決し て情報システムに関わる対

策だけで達成さ れるも のではあり ません。し たがっ て、「 医療情報システムの

安全管理に関するガイ ド ラ イ ン」 を 使用する場合、情報システムの担当者であ

っ ても 、本ガイ ダンスの内容を十分理解し 、情報システムに関わら ない部分で

も 個人情報保護に関する 対策が達成さ れているこ と を 確認するこ と が必要で

す。  
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Ｑ ３ －４  個人データ が取り 扱われる業務を委託する場合、委託先の事業者名

や委託先の責任者の氏名等を 公表すべき ですか。  

 

Ａ ３ －４  本ガイ ダンスでは、 利用目的を 院内掲示等により 公表するに当たり 、

個人データ の取扱いに係わる 業務を 委託し ている 場合には、 その旨を 公表す

るこ と を 求めています（ 参照： 本ガイ ダンス別表２ ） 。 具体的には個別の事例

に応じ て対応が異なり ますので、医療・ 介護関係事業者において検討し た上で

判断すべき ですが、委託する業務の内容により 、 患者・ 利用者等の関心が高い

分野については、 委託先の事業者名をあわせて公表するこ と も 考えら れます。 

なお、 委託先の事業者の担当者名、 責任者名等については、 当該本人の個人

情報になり ますので、それら を 公表等する場合には、本人の同意を得るなどの

対応も 必要になり ます。  

 

 

Ｑ ３ －５  現行の業者と の委託契約には、個人情報の取扱いに関する項目が含

まれていません。 個人情報保護法の全面施行に当たり 、 現契約を解消し て、

新し い契約を締結し 直す必要があり ますか。  

 

Ａ ３ －５  個人情報の取扱いに関する事項を 含んだ内容で改めて契約する方法

も あり ますが、 現行の契約において、「 業務の適正な執行を 図る」 と いっ た類

の規定がある場合には、その「 適正な執行」 の一環と し て個人情報の適切な取

扱いが含まれる こ と を 確認し 、 具体的な取扱い等を 明確化するために確認書

など補足の取り 決め文書を 作成するなどの方法も 可能と 考えら れます。   

なお、 今後、 新規に契約を 締結する場合には、 個人情報の取扱いについて、

より 具体的な取り 決めが行われるこ と が望まし いと 考えます。  

 

 

Ｑ ３ －６  清掃業務等、個人データ を直接取り 扱わない業務を 委託し ている場

合は、委託契約書に個人情報の取扱いに関する事項を記載する必要はないと

考えてよいですか。  

 

Ａ ３ －６  医療・ 介護関係事業者の施設内には様々な個人情報があり ます。こ の

ため、通常は個人データ を直接取り 扱わない業務であっ ても 、個人情報に接す

る可能性に配慮する必要があると 考えます。   

業務委託に当たり 、委託契約書に個人情報の取扱いに関する事項を どのよう
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に記載するかについては、委託する業務の内容や当該事業者における個人情報

の管理の現状などを 勘案し 、医療・ 介護関係事業者において適切な方法を検討

し た上で判断するこ と が必要です。  

また、 契約書に記載すべき 事項や具体的な記載内容についても 、 医療・ 介護

関係事業者において委託先事業者と も 相談し ながら 実効性のある 適切な内容

を 定めるこ と が望まれます。  

 

 

Ｑ ３ －７  医療・ 介護関係事業者において漏えい等が発生し た場合、どのよう

に対応すればよいでし ょ う か。  

 

Ａ ３ －７  医療・ 介護関係事業者は、漏えい等又はそのおそれのある事案（ 以下

「 漏えい等事案」 と いう 。 ） が発生し た場合には、 漏えい等事案の内容等に応

じ て、 以下の各事項について迅速かつ適切に必要な措置を 講ずる 必要があり

ます。  

① 事業者内部における報告及び被害の拡大防止 

責任ある立場の者に直ちに報告すると と も に、漏えい等事案による被害が

発覚時より も 拡大し ないよう 必要な措置を 講ずる必要があり ます。  

② 事実関係の調査及び原因の究明 

漏えい等事案の事実関係の調査及び原因の究明に必要な措置を 講ずる 必

要があり ます。  

③ 影響範囲の特定 

上記②で把握し た事実関係によ る 影響範囲の特定のために必要な措置を

講ずる必要があり ます。  

④ 再発防止策の検討及び実施 

上記②の結果を踏まえ、漏えい等事案の再発防止策の検討及び実施に必要

な措置を 講ずる必要があり ます。  

⑤ 個人情報保護委員会への報告及び本人への通知 

漏えい等事案が、要配慮個人情報が含まれる個人データ の漏えい等である

など、個人情報保護法施行規則第７ 条各号に定める事態に該当する場合には、

個人情報保護法第２ ６ 条第１ 項及び同施行規則第８ 条に従っ て個人情報保

護委員会に報告し 、 また、 同法第２ ６ 条第２ 項及び同施行規則第１ ０ 条に従

っ て本人に通知等を する必要があり ます。  

 

また、要配慮個人情報が含まれる個人データ の漏えい等に限ら ず、医療機関

等においてコ ン ピ ュ ータ ウイ ルスの感染などによ る サイ バー攻撃を 受けた疑
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いがある場合にあっ ては、厚生労働省が策定し ている「 医療情報システムの安

全管理に関するガイ ド ラ イ ン」 に基づき 、速やかに当該医療機関等から 厚生労

働省医政局特定医薬品開発支援・ 医療情報担当参事官室に連絡する必要があり

ます。  

 

 

Ｑ ３ －８  委託先において漏えい等が発生し た場合、どのよう に対応すればよ

いでし ょ う か。  

 

Ａ ３ －８  個人データ の取扱いを 委託し ている場合において、 委託先で漏えい

等事案が発生し た場合には、委託先から 速やかに報告を 受け、医療・ 介護関係

事業者と し ても 、事業者内における漏えい等事案発生時の対応と 同様に、迅速

かつ適切に対応するこ と が必要です。 こ のためには、 業務を 委託する際に、 委

託先において漏えい等事案が発生し た場合における委託先と 医療・ 介護関係

事業者と の間の報告連絡体制を整備し ておく こ と が必要です。  

個人情報保護委員会への報告については、原則と し て委託元と 委託先の双方

が報告する義務を 負います。こ の場合、委託元及び委託先の連名で報告するこ

と ができ ます。 なお、 委託先は、 個人情報保護法第２ ６ 条第１ 項ただし 書及び

個人情報保護法施行規則第９ 条に従っ て、報告義務を 負っ ている委託元に当該

事態が発生し たこ と を通知し た場合には、 報告義務を 免除さ れます。  

なお、 医療・ 介護関係事業者と し ては、 当該漏えい等事案が発生し た原因を

調査し た上で、必要に応じ て委託先に対し て改善を 求める等の適切な措置を 講

ずるこ と も 必要です。  

 

 

Ｑ ３ －９  薬局において、 処方箋の記載内容について疑義照会を 行う ために、

処方箋を 医療機関にフ ァ ッ ク スで送信し よう と し たと こ ろ 、誤っ て別の医療

機関に送信し てし まいまし たが、 どのよう に対処すればよいでし ょ う か。  

 

Ａ ３ －９  個別の事例に応じ て判断は異なり ますが、 誤送信が判明し た場合に

は、まず、送信先に連絡し て当該情報を 廃棄し ても ら う などの対応が必要と 考

えます。  

 

 

Ｑ ３ －１ ０  外来患者を 氏名で呼び出し たり 、病室における入院患者の氏名を

掲示し たり する場合の留意点は何ですか。ナースステーショ ン内における入
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院患者の氏名の掲示についてはどう ですか。  

Ａ ３ －１ ０  患者の氏名は、 個人を識別でき る情報であり 、「 個人情報」 に該当

し ます。 こ のため、 患者から 、 他の患者に聞こ えるよう な氏名による呼び出し

をやめて欲し い旨の要望があっ た場合には、医療機関は、誠実に対応する必要

があり ます。   

一方、 患者の氏名の呼び出し や掲示が、 患者の取り 違え防止や、 入院患者に

と っ ての自分の病室の確認、あるいは見舞いに来た人等の便宜に資する面も あ

り ます。 また、 自分の氏名等を 別の患者等に聞かれるこ と について、 どのよう

に受け止めるかは、 患者の考え方や年齢、 通院・ 入院の原因と なる傷病の種類

等によっ て様々です。ナースステーショ ン内の掲示についても 、基本的な考え

方は同じ であり 、看護を 的確に実施し ていく ために必要な氏名の掲示等が禁止

さ れるわけではあり ません。ただし 、看護職員から は見易く 通路から は見えに

く い位置に掲示するこ と が可能であれば、 そう し た配慮も 必要です。   

こ う し たこ と を 踏まえ、 医療機関では、 患者本人の希望を 踏まえ、 個人情報

の保護も 含めた適切な医療を 行う と いう 観点に立っ て、対応可能な方法をと る

こ と が必要です。  

 

 

Ｑ ３ －１ １  入院患者・ 入所者の知り 合いと 名乗る人が面会に見えたと き に病

室を 教えるこ と は問題と なり ませんか。  

 

Ａ ３ －１ １  患者・ 利用者の氏名は、個人を識別でき る情報であり 、「 個人情報」

に該当し ます。 こ のため、 入院患者・ 入所者から 、 面会者等の外部から の問合

せへの回答をやめて欲し い旨の要望があっ た場合には、医療・ 介護関係事業者

は、 誠実に対応する必要があり ます。  

例えば、 入院患者・ 入所者から 特段の申し 出がない場合で、 その人が入院・

入所し ているこ と を 前提に面会に見えているこ と が確認でき ると き に、院内の

案内と し て教えるこ と は問題と なら ないと 思われますが、入院・ 入所の有無を

含めた問合せに答えるこ と については問題と なる可能性があり ます。  

また、 医療・ 介護関係事業者における対応については、 職員によっ て対応が

異なるこ と がないよう 、統一的な取扱いを 定めておく こ と も 必要であり 、本件

については、 あら かじ め、 入院患者・ 入所者に対し て面会の問合せに答えてい

いか確認し ておく こ と が望まし いと 考えます。   

 

 

＜個人データ の第三者提供＞  
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Ｑ ４ －１  患者・ 利用者の病状等を その家族等に説明する際に留意すべき こ と

は何ですか。  

 

Ａ ４ －１  医療機関等においては、患者への医療の提供に際し て、家族等への病

状の説明を 行う こ と は、 患者への医療の提供のために通常必要な範囲の利用

目的と 考えら れ、院内掲示等で公表し 、患者から 明示的に留保の意思表示がな

ければ、 患者の黙示の同意があっ たも のと 考えら れます（ 参照： 本ガイ ダンス

ｐ ４ ８ 、 ｐ ４ ９ ） 。  

医療・ 介護サービスを 提供するに当たり 、患者・ 利用者の病状等によっ ては、

第三者である家族等に病状等の説明が必要な場合も あり ます。こ の場合、患者・

利用者本人に対し て、説明を行う 対象者の範囲、説明の方法や時期等について、

あら かじ め確認し ておく など、でき る限り 患者・ 利用者本人の意思に配慮する

必要があり ます（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ２ ３ 、 ｐ ２ ４ ） 。  

なお、本人の同意を得るこ と ができ ない場合であっ ても 、本人又は家族等の

生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合には、家族等へ説明するこ

と は可能です（ 個人情報保護法第２ ７ 条第１ 項第２ 号に該当） 。   

 

 

Ｑ ４ －２  傷病の種類によっ ては、本人に病名等を 告知する前に家族に相談す

る場合が考えら れますが、 どのよう な配慮が必要ですか。  

 

Ａ ４ －２  診療録等に記載さ れた患者の診断結果等については、 患者の個人デ

ータ ですので、 当該情報を第三者（ 家族も 含みます。 ） に提供する場合、 原則

と し て本人の同意が必要です。ただし 、人の生命、身体又は財産の保護のため

に必要がある場合で、本人の同意を 得るこ と が困難であると き には、本人の同

意を 得ずに第三者に提供するこ と ができ ます。 こ のため、症状や予後、 治療経

過等について患者に対し て十分な説明を し たと し ても 、 患者本人に重大な心

理的影響を 与え、その後の治療効果等に悪影響を及ぼす場合等には、本人に説

明する前に（ 本人の同意なく ） 家族へ説明するこ と が可能です。  

ただし 、こ のよう な場合に該当するかどう かについては、患者本人と の関係

でも 慎重な判断が求めら れます。 本ガイ ダン スにおいて、 そう し た観点から 、

患者本人から の診療情報等（ 保有個人データ ） の開示の請求に対し て、 開示し

ないと 判断する場合には、院内に設置する検討委員会等において開示の可否を

検討するこ と を求めているこ と にも ご留意いただき ながら 、本人や家族への病

状等の説明について、 慎重に判断いただく 必要があり ます（ 参照： 本ガイ ダン
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スｐ ７ ９ ） 。  

なお、 患者・ 利用者本人から 、 病状等の説明を 行う 対象者の範囲、 説明の方

法や時期等についての要望があっ た場合は、でき る限り 患者・ 利用者本人の意

思に配慮する必要があり ます。  

 

 

Ｑ ４ －３  未成年の患者から 、 妊娠、 薬物の乱用、 自殺未遂等に関し て親に秘

密にし てほし い旨の依頼があっ た場合、医師は親に説明し てはいけないので

すか。逆に、親から 問われた場合に、未成年の患者と の信頼関係を 重視し て、

親に情報を 告げないこ と は可能ですか。  

 

Ａ ４ －３  患者本人から 、 家族等へ病状等の説明を し ないよ う 求めら れた場合

であっ ても 、本人又は家族等の生命、身体又は財産の保護のために必要がある

場合であっ て、本人の同意を 得るこ と が困難である 場合には、（ 第三者である）

家族等へ説明するこ と は可能です（ 個人情報保護法第２ ７ 条第１ 項第２ 号に

該当） 。   

また、 法定代理人である親から 、 未成年の患者を 代理し て、 当該患者の診療

情報等（ 保有個人データ ） の開示の請求があっ た場合は、 原則と し て患者本人

に対し 開示を 行う 旨の説明を 行っ た後、親に対し て開示を 行う 必要があり ます

（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ７ ３ ） 。 も っ と も 、 開示するこ と により 本人又は第三

者の生命、 身体、 財産その他の権利利益を 害するおそれがある場合には、 当該

保有個人データ の全部又は一部を開示し ないこ と ができ ます。し たがっ て、医

師は、 かかる場合には、 親から 開示を 請求さ れた場合でも 、 患者本人の保有個

人データ を開示し ない選択を 行う こ と が可能です。  

具体的には、個々の事例に応じ て判断が異なるも のですが、患者の状態など

を 踏まえて対応するこ と になり ます。  

 

 

Ｑ ４ －４  弁護士会から 過去に診療を行っ た患者に関する照会があっ た場合、

本人の同意を得ずに回答し てよいでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －４  弁護士は、 弁護士法（ 昭和２ ４ 年法律第２ ０ ５ 号） 第２ ３ 条の２ に基

づき 、受任し ている事件に関し て、所属する弁護士会を通し て公務所又は公私

の団体に照会し て必要な事項の報告を 求める こ と ができ ると さ れています。

し たがっ て、 弁護士会への回答に当たっ ては、「 法令に基づく 場合」 に相当す

るため、 本人の同意を 得ずに個人データ の第三者提供を行う こ と ができ ます。
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ただし 、 回答するか否かについては個別の事例ごと に判断する必要があり ま

す。  

 

 

Ｑ ４ －５  薬剤師が、 調剤し た薬剤に関し て患者の家族に情報提供を 行う 場

合、 本人の同意を 得なく ても 情報提供でき るのでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －５  薬剤師法（ 昭和３ ５ 年法律第１ ４ ６ 号） では、 患者又は現に看護に当

たっ ている 者に対し て調剤し た薬剤に関する 情報提供を 行う こ と が義務づけ

ら れていますので（ 同法第２ ５ 条の２ ） 、 その範囲であれば、 第三者提供の例

外規定のう ち「 法令に基づく 場合」 と し て（ 個人情報保護法第２ ７ 条第１ 項第

１ 号） 、 本人の同意を 得るこ と なく 情報提供が可能です。  

 

 

Ｑ ４ －６  民間保険会社等から 医療機関に対し て、患者の治療結果等に関する

照会があっ た際、 民間保険会社等が患者本人から 取得し た「 同意書」 を 提示

し た場合は、回答に当たり 、本人の同意が得ら れていると 判断し てよいので

し ょ う か。  

 

Ａ ４ －６  個人データ の第三者提供に当たっ ては、個人データ を 保有し 、第三者

提供を 行う 個人情報取扱事業者である 医療機関が、 原則と し て本人の同意を

得る義務を 負います。 こ のため、 民間保険会社から 照会があっ た際に、 本人の

「 同意書」 を 提出し た場合であっ ても 、 医療機関は、 通常、 当該同意書の内容

について本人の意思を 確認する必要があり ます。  

こ れは、 本人が、 同意書に署名する際に提供し てよいと 考えていたも のの、

その後、 考えが変わっ ている場合も あり 得るから です。 こ のため、 医療機関が

民間保険会社に第三者提供を 行う 際に、提供する個人データ の範囲（ いつから

いつまでの時期の情報を 提供するのか、診療録の要約等を 作成するのか、検査

結果のデータ も 提供するのか、 など） や、 どのよう な形態で提供するかなどに

ついて、 具体的に説明し 本人の意思を 確認する必要があると 考えます。   

なお、 上記の第三者提供の場合のほか、 民間保険会社等から 、 患者本人の委

任に基づき 、当該患者の保有個人データ の開示の請求を 行い得る代理人と し て

開示の請求があっ た場合の取扱いについては、本ガイ ダンスｐ ７ ９ の、本人の

意思の確認に関する記載を参照し てく ださ い。  
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Ｑ ４ －７  医療機関と 薬局の間で患者の薬剤服用歴などの情報交換を 行う 場

合も 、本ガイ ダンスに記載さ れた条件を 満たせば、患者の黙示の同意が得ら

れていると 考えてよいのでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －７  医療機関と 薬局間における薬剤服用歴などの情報交換は、 患者へ医

療を 提供する上で通常行われるこ と と 考えら れます。当該事例は、本ガイ ダン

スｐ ４ ９ の「 他の医療機関等と の連携を図るこ と 」 や「 他の医療機関等から の

照会があっ た場合にこ れに応じ るこ と 」 に該当し ますので、こ れら の利用目的

を掲示し て、患者から 明示的に留保の意思表示がなければ、患者の黙示の同意

があっ たも のと し て取り 扱う こ と は可能です。  

 

 

Ｑ ４ －８  本ガイ ダンスｐ ５ １ の「 当該事業者の職員を対象と し た研修での利

用」 の場合、既に利用目的と し て研修に使用するこ と を院内掲示等により 公

表し ていれば、改めて本人の同意を 得る必要はないと 考えてよいのでし ょ う

か。  

 

Ａ ４ －８  医療・ 介護関係事業者内部の利用であり 、利用目的が既に公表さ れて

いれば、 改めて本人の同意を得る必要はあり ません。 ただし 、公表さ れた利用

目的の範囲内であっ ても 、でき る限り 氏名等を 消去するなど、必要最小限の利

用と するこ と が望まし いです。  

 

 

Ｑ ４ －９  医療機関の職員を 対象と し た症例検討会（ 職員の知識や技能の向上

を目的と するも の） を 実施する際、当該医療機関以外の施設の職員から 参加

希望があり まし た。既に、利用目的と し て「 院内で行う 症例検討会への利用」

を公表し ていますが、こ の場合は、症例検討会で利用する症例の患者から 第

三者提供の同意を 得る必要があるのでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －９  医療・ 介護関係事業者の職員以外の者が症例検討会に参加する場合

には、当該検討会で利用する患者の個人データ を「 第三者提供」 するこ と にな

るため、 原則と し て、 あら かじ め患者本人から 同意を得る必要があり ます。   

なお、個人情報を 加工し て匿名加工情報を作成し 、症例検討会で匿名加工情

報を利用するのであれば、匿名加工情報は「 個人情報」に該当し ないこ と から 、

本人の同意を 得る必要はあり ません。   
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Ｑ ４ －１ ０  病診連携の一環と し て、紹介を受けた患者の診療情報、検査結果、

所見等について、紹介元医療機関に対し て情報提供を行っ ていますが、実施

に当たっ ての留意点は何ですか。  

 

Ａ ４ －１ ０  紹介元医療機関に対する患者への医療の提供のために必要な情報

提供は、「 他の医療機関等と の連携を図るこ と 」 に該当し 、 本ガイ ダンスｐ ４

８ 、ｐ ４ ９ に示す院内掲示を 行っ ている場合には、本人の黙示の同意が得ら れ

ているも のと 考えます（ 当該内容の利用目的を 院内掲示し ていない場合には

本人の同意を得るこ と が必要です。 ） 。  

なお、 情報提供の方法については、 書類の郵送、 電子ディ スク の郵送、 通信

回線による電子送信等、様々な方法が考えら れますが、いずれの場合でも 安全

管理措置の徹底が必要です。   

 

 

Ｑ ４ －１ １  医薬品の副作用発生時における行政機関への報告や、製薬企業が

実施する医薬品の製造販売後調査に協力する際の製薬企業への情報提供に

当たっ ては、 患者の情報を どの程度記載でき るのでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －１ １  行政機関への副作用報告や、 製薬企業が行う 医薬品の適正使用の

ために必要な情報収集への協力については、 医薬品、 医療機器等の品質、有効

性及び安全性の確保等に関する法律（ 昭和３ ５ 年法律第１ ４ ５ 号） に基づく 義

務等と なっ ていますので（ 同法第６ ８ 条の１ ０ 第２ 項、第６ ８ 条の２ の６ 第２

項） 、 医療機関等では、 「 法令に基づく 場合」 と し て、 本人の同意を 得ずに第

三者提供を 行う こ と が可能です。   

行政機関への副作用報告に当たっ ては、 報告様式（ 「 医薬品安全性情報報告

書」 等） に従っ て記載し てく ださ い。   

また、製薬企業が行う 製造販売後調査についても 製薬企業が定める様式に従

っ て情報提供し てく ださ い。 通常、 製薬企業では、 患者の氏名の報告を不要と

するなど、 特定の個人を 識別でき ない形での情報提供を 求めている こ と から 、

こ のよう な場合には、必要と さ れていない情報まで提供するこ と がないよう 留

意し てく ださ い。  

 

 

Ｑ ４ －１ ２  学校医と し て生徒の健康診断を行っ た場合、診断結果を 学校に提

出するこ と は第三者提供に該当するのでし ょ う か。  
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Ａ ４ －１ ２  学校医は、 学校保健安全法（ 昭和３ ３ 年法律第５ ６ 号） に基づき 各

学校（ 学校教育法（ 昭和２ ２ 年法律第２ ６ 号）第１ 条に定める学校）に置かれ、

学校の職員と し て健康診断を 行う こ と と なり ます。こ のため、学校に診断結果

を提出するこ と は事業者内での利用であり 、 第三者提供には該当し ません。   

なお、 専修学校については、 生徒に健康診断を 行う 必要があり 、 学校医に相

当する医師を 置く こ と が望まし いと さ れていますが、必ず置かれているわけで

はあり ません。こ のため、専修学校で学校医に相当する医師が置かれていない

場合は、 外部の医療機関に健康診断を委託するこ と と なり ます。 こ の場合、 委

託を受けた医療機関が専修学校に診断結果を提出するこ と については、本ガイ

ダンスｐ ５ ０ の③と 同様に、生徒の黙示の同意が得ら れているも のと 考えら れ

ます。  

 

 

Ｑ ４ －１ ３  がん検診の２ 次検診機関と し て患者の精密検査を 行っ た場合、１

次検診機関から 、精密検査結果の提供を 求めら れるこ と があり ますが、患者

の精密検査結果を 提供する場合には、患者の同意を 得る必要があるのでし ょ

う か。  

 

Ａ ４ －１ ３  がん検診については、がん検診全体の精度管理のために、１ 次検診

機関においては、必要に応じ 、精密検査の結果等を 記録するこ と と さ れており 、

２ 次検診機関は、１ 次検診機関から 、患者の精密検査結果を提供するよう 依頼

を受けるこ と があり ます。   

その際に、 ２ 次検診機関において、 患者に対し 、 １ 次検診機関に精密検査結

果を提供する旨の同意を 得るこ と は、その性質上、患者の強い不安を 招き やす

く 、また、同意が得ら れた患者のみ精密検査結果を 提供するこ と はがん検診全

体の制度管理に影響を与えるこ と が考えら れます。   

こ のため、 がん検診の精度管理のために、 ２ 次検診機関が、 １ 次検診機関に

患者の精密検査結果を提供するこ と は、個人情報保護法第２ ７ 条第１ 項第３ 号

（ 公衆衛生の向上のために特に必要がある場合であっ て、本人の同意を得るこ

と が困難であると き ） に該当し 、あら かじ め患者の同意を 得る必要はあり ませ

ん。  

 

 

Ｑ ４ －１ ４  介護保険施設の入所者が、他の介護保険施設に移動する際に、移

動先の施設の求めに応じ て入所者の個人情報の提供を行う 場合は、本人の同
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意は必要なのでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －１ ４  特別養護老人ホーム、 介護老人保健施設及び介護医療院について

は、「 指定介護老人福祉施設の人員、 設備及び運営に関する基準（ 平成１ １ 年

厚生省令第３ ９ 号） 」 などそれぞれの指定基準において、「 居宅介護支援事業

者等に対し て、入所者に関する情報を提供する際には、あら かじ め文書により

入所者の同意を 得ておかなければなら ない。 」 と さ れています（ 例： 指定介護

老人福祉施設の人員、 設備及び運営に関する基準第３ ０ 条第３ 項） 。   

こ のため、移動先の施設から 、利用者の心身の状況等の個人情報を 求めら れ

た場合については、指定基準に基づいて、あら かじ め文書により 入所者の同意

を 得る必要があり ます。  

 

 

Ｑ ４ －１ ５  ホームページや機関誌に、行事などにおける利用者の写真を 掲載

する場合、 本人の同意を 得る必要はあり ますか。 また、 介護保険施設内に写

真を 展示する場合はどう でし ょ う か。  

 

Ａ ４ －１ ５  写真についても 、 個人を 識別でき る も のであれば個人情報に当た

り ます。 し たがっ て、ホームページや機関誌への掲載、施設内への展示等を 通

じ 、当該写真を第三者の閲覧に供するに際し ては、原則と し て本人の同意を 得

る必要があり ます。  

 

 

Ｑ ４ －１ ６  高齢者虐待事例の解決に当たっ て、担当ケアマネジャ ーなどの関

係機関に高齢者の個人情報を 提供する場合、高齢者本人の同意を得るこ と が

難し いケースがあり ますが、高齢者本人の同意が得ら れないと 情報提供はで

き ないのでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －１ ６  高齢者虐待については、市町村、担当ケアマネジャ ーや介護サービ

ス事業者が十分に連携し て解決に当たる こ と が必要です。 事案によ っ ては高

齢者本人の同意を 得る こ と が困難なケースが考えら れますが、 高齢者本人の

生命、身体又は財産の保護のために必要である場合は、個人情報保護法第２ ７

条第１ 項第２ 号（ 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であ

っ て、本人の同意を 得るこ と が困難であると き ） に該当するも のと し て、高齢

者本人の同意が得ら れなく ても 、 関係機関に情報提供を 行う こ と が可能です。  
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Ｑ ４ －１ ７  大規模災害や事故等で、意識不明で身元の確認ができ ない多数の

患者が複数の医療機関に分散し て搬送さ れている場合に、患者の家族又は関

係者と 称する人から 、患者が搬送さ れているかと いう 電話での問合せがあり

まし た。相手が家族等であるか十分に確認でき ないのですが、患者の存否情

報を 回答し ても よいでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －１ ７  患者が意識不明であれば、 本人の同意を 得るこ と が困難な場合に

該当し ます。 また、 個人情報保護法第２ ７ 条第１ 項第２ 号の「 人の生命、 身体

又は財産の保護のために必要がある場合」 の「 人」 には、 患者本人だけではな

く 、 第三者である患者の家族や職場の人等も 含まれます。   

こ のため、 こ のよう な場合は、 第三者提供の例外に該当し 、 本人の同意を 得

ずに存否情報等を 回答するこ と ができ 得ると 考えら れるので、災害の規模等を

勘案し て、本人の安否を 家族等の関係者に迅速に伝えるこ と による本人や家族

等の生命、身体又は財産の保護に資するよう な情報提供を 行う べき と 考えます。 

なお、「 本人の同意を 得るこ と が困難な場合」 については、 本人が意識不明

である場合等のほか、医療機関と し ての通常の体制と 比較し て、非常に多数の

傷病者が一時に搬送さ れ、家族等から の問合せに迅速に対応するためには、本

人の同意を 得る ための作業を 行う こ と が著し く 不合理と 考えら れる場合も 含

まれるも のと 考えます。  

 

 

Ｑ ４ －１ ８  上記の状況で、 患者の家族等である 可能性のある 電話の相手か

ら 、患者の容態等についての問合せがあれば、どの範囲まで回答すべき でし

ょ う か。  

 

Ａ ４ －１ ８  電話によ る 問合せで、 相手と 患者と の関係が十分に確認でき ない

場合には、 存否情報や怪我の程度等の情報提供に限定する こ と も 考えら れま

すし 、 相手が患者の特徴を 具体的に説明でき るなど相手が患者の家族等であ

ると 確認でき る 場合には、 よ り 詳細な情報提供を 行う こ と も 可能と 考えます

（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ２ ３ 、 ｐ ２ ４ ） 。  

 

 

Ｑ ４ －１ ９  上記の方法により 連絡のついた家族等から 、意識不明である患者

の既往歴、 治療歴等を 聴取するこ と は問題あり ませんか。  

 



34 
 

Ａ ４ －１ ９  患者が意識不明である 場合に、 家族等から 当該患者の治療のため

に必要な既往歴、治療歴等の要配慮個人情報を 取得する場合は、「 人の生命、

身体又は財産の保護のために必要がある 場合であっ て、 本人の同意を 得る こ

と が困難であると き 」（ 個人情報保護法第２ ０ 条第１ 項第２ 号） に該当するた

め、患者本人の同意を 得るこ と なく 、当該情報を 取得するこ と が可能ですので、

問題あり ません。こ の場合、本人の意識が回復し た後に、 家族等から 取得し た

情報の内容と その相手について本人に説明するこ と になり ます（ 参照： 本ガイ

ダンスｐ ２ ３ 、 ｐ ２ ４ ） 。  

 

 

Ｑ ４ －２ ０  Ｑ ４ －１ ７ のよう な状況において、報道機関や地方公共団体等か

ら 身元不明の患者に関する問合せがあっ た場合、当該患者の情報を 提供する

こ と はでき ますか。  

 

Ａ ４ －２ ０  報道機関や地方公共団体等を 経由し て、 身元不明の患者に関する

情報が広く 提供さ れる こ と によ り 、 家族等がより 早く 患者を 探し あてるこ と

が可能になると 判断でき る場合には、 Ａ ４ －１ ７ のよう に「 人の生命、 身体又

は財産の保護のために必要がある場合であっ て、 本人の同意を 得る こ と が困

難であると き 」 に該当するので、 医療機関は、 存否確認に必要な範囲で、 意識

不明である 患者の同意を 得る こ と なく 患者の情報を 提供する こ と が可能と 考

えら れます。具体的な対応については、個々の事例に応じ て医療機関が判断す

る必要があり ます。  

 

 

Ｑ ４ －２ １  病院に勤務し ている医師が退職し 診療所を開業するこ と になり 、

当該医師から 、開業の挨拶を し たいので自分が診察を行っ ている患者の氏名

や住所を 教えてほし いと 言われまし た。当該医師に患者の氏名等を 提供し て

よいでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －２ １  診療録等に記載さ れた情報は、 個人情報取扱事業者である病院が

管理し ているも のであり 、こ れを 退職し た医師に提供するこ と は、個人データ

の（ 事業者である病院から 医師個人に対する） 第三者提供に該当し ます。し た

がっ て、 医師に氏名、住所等を 提供する場合には、あら かじ め患者本人の同意

を得る必要があり 、同意を得た範囲の患者の個人データ については、医師に提

供するこ と は可能です。   

なお、引き 続き 当該医師の診療を 希望する患者の利便を 図るため、病院から 、



35 
 

医師の退職時期、新し く 着任する医師の紹介、当該医師の受診継続を 希望する

場合の連絡先等を 連絡するこ と は、患者の診療の継続に資するも のと 考えら れ

ます。 こ のため、 病院が医師に患者の個人データ を提供するのでなく 、 病院が

直接患者に対し て、退職医師の診療所開業についての情報提供を 行う こ と は可

能です。 こ のよう な情報提供を行う 場合には、 ①病院の業務と し て行う こ と 、

②連絡し た内容が第三者に分から ないよう 封書等を利用するこ と（ 家族等への

情報提供の範囲などに条件を 付し ている 患者については特に配慮するこ と ） 、

等の配慮が必要と 考えます。  

 

 

Ｑ ４ －２ ２  市役所から 、介護保険の手続のため、主治医の意見書の提出を求

めら れまし た。 患者の同意を 得ずに、 意見書を 提出し てよいでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －２ ２  介護保険法第２ ７ 条第３ 項において、市町村は、要介護認定の申請

書が提出さ れたと き は、当該申請に係る被保険者の主治の医師に対し 、当該被

保険者の身体上又は精神上の障害の原因である疾病又は負傷の状況等につき

意見を求めるも のと さ れています。こ のため、個人情報保護法第２ ７ 条第１ 項

第１ 号に定める第三者提供の制限の例外である「 法令に基づく 場合」 に該当す

るので、 本人の同意を 得ずに市役所へ意見書の提出を 行う こ と ができ ます。  

 

 

Ｑ ４ －２ ３  学校で怪我をし た生徒に担任の教師が付き 添っ て来まし た。本ガ

イ ダンスｐ ４ ６ には、「 学校から の照会には回答し てはなら ない」 と あり ま

すが、保護者の同意書等がなければ担任の教師に怪我の状態などを 説明し て

はいけないのでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －２ ３  個人情報保護法では、「 あら かじ め本人の同意を 得ないで、 個人デ

ータ を第三者に提供し てはなら ない。」 と さ れており 、 怪我の症状を担任の教

師に説明するこ と は、 第三者提供に該当し ます。   

質問のケースにあてはめると 、「 本人」 と いう のは生徒のこ と であり 、 保護

者ではあり ません（ 保護者は未成年である子供の代理人にはなり ます。 ） 。 そ

し て、 質問のケースについては、 本ガイ ダンスｐ ４ ６ において、 保険会社や職

場から の照会と 並べて記述し ている「 学校から の照会」 一般の回答ではなく 、

ｐ ５ ０ に掲載し ている、「 本人の同意が得ら れていると 考えら れる場合」 の一

例である「 家族等への病状説明」 の記述が参考になり ます。  

すなわち、生徒が付き 添っ てき た教師の同席を拒まないのであれば、生徒本
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人と 担任の教師を 同席さ せて怪我の状態や治療の進め方等について説明を 行

う こ と ができ ると 考えます。  

同席し て説明を 受けなかっ た場合に、後から 担任の教師が医療機関に問い合

わせるのは、「 学校から の照会」 一般の考え方に戻り ますので、 本人の同意が

なければ回答し てはなら ないこ と になり ます。  

ただし 、怪我の原因と なっ た事故の再発防止や、再発し た際の応急処置等に

有効であり 、 学校側に必要な情報を伝えておく べき 場合は、「 人の生命、 身体

の保護のために必要がある場合」 に該当し 、仮に当該生徒本人の同意が得ら れ

ない場合であっ ても 、必要な範囲で担任の教師に情報提供でき る場合があると

考えます。  

 

 

Ｑ ４ －２ ４  警察や検察等の捜査機関から の照会や事情聴取に関し て、「 第三

者提供の制限の例外」 に該当する場合には、どのよう なも のがあるでし ょ う

か。  

 

Ａ ４ －２ ４  警察や検察等の捜査機関の行う 刑事訴訟法（ 昭和２ ３ 年法律第１

３ １ 号） 第１ ９ ７ 条第２ 項に基づく 照会（ 同法第５ ０ ７ 条に基づく 照会も 同様）

は、相手方に報告すべき 義務を課すも のと 解さ れている上、警察や検察等の捜

査機関の行う 任意捜査も 、こ れへの協力は任意であるも のの、法令上の具体的

な根拠に基づいて行われるも のであり 、 いずれも 第三者提供の制限の例外で

ある個人情報保護法第２ ７ 条第１ 項第１ 号の「 法令に基づく 場合」 に該当する

と 解さ れています。  

また、 個別の犯罪捜査以外でも 、 例えば、 災害発生時等に警察が負傷者の住

所、氏名や傷の程度等を 照会する場合等公共の安全と 秩序の維持の観点から 照

会する場合は、同法第２ ７ 条第１ 項第４ 号の「 国の機関が法令で定める事務を

遂行するこ と に対し て協力する必要がある場合」 で、「 本人の同意を 得るこ と

により 当該事務の遂行に支障を 及ぼすおそれがあると き 」に該当すると 考えら

れます。  

 

 

Ｑ ４ －２ ５  警察や検察等の捜査機関から 患者の状況について照会や事情聴

取があっ た場合、患者本人の同意を得ずに回答でき るのでし ょ う か。個人情

報保護法の施行を 機に警察等から の照会等に対する 取扱いを 変えた方がよ

いですか。  
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Ａ ４ －２ ５  刑事訴訟法第１ ９ ７ 条第２ 項又は第５ ０ ７ 条に基づく 警察や検察

等の捜査機関から の照会や事情聴取は、 個人情報保護法第２ ７ 条第１ 項第１

号の「 法令に基づく 場合」 に該当し 、患者本人の同意を得ずに回答し ても 同法

違反と はなり ません。また、災害発生時等における照会については同法第２ ７

条第１ 項第４ 号に該当すると 考えら れる こ と から 、 こ れら に関する 取扱いを

変更する必要はなく 、 従来どおり の対応が可能と 考えます。   

なお、上記照会や事情聴取により 求めら れた患者の状況その他の医療情報を

患者本人の同意なく 提供するこ と が民法上の不法行為を構成するこ と は、通常

は考えにく いと 思われます。も っ と も 、求めら れた情報以外の情報を 提供し た

場合には、損害賠償を請求さ れるおそれも 否定でき ません。照会や事情聴取に

応じ 警察や検察等の捜査機関に対し 個人情報を提供する場合には、当該情報提

供を求めた捜査官の役職、氏名を確認すると と も に、その求めに応じ 提供し た

こ と を 後日説明でき るよう にし ておく こ と が必要と 思われます。  

 

 

Ｑ ４ －２ ６  警察等から 、警察等が取り 扱う 死体の死因又は身元の調査等に関

する法律（ 平成２ ４ 年法律第３ ４ 号） 第４ 条第３ 項の規定に基づき 、 死者の

生前の診療情報等の提供の依頼があっ た場合、遺族の同意を 得ずに回答でき

るのでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －２ ６  死者に関する情報は、 個人情報保護法に規定する「 個人情報」 には

該当し ませんが、 遺族等の生存する 個人に関する 情報でも ある場合は当該生

存する個人に関する 情報と なる ため、 個人情報保護法等を 踏まえた取扱いが

必要です。また、本ガイ ダンスでは、「 患者・ 利用者が死亡し た後においても 、

医療・ 介護関係事業者等が当該患者・ 利用者の情報を 保存し ている場合には、

漏えい、滅失又は毀損の防止のため、個人情報と 同等の安全管理措置を 講ずる

も のと する。 」 と 規定し ています（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ３ ） 。  

し かし 、警察等が取り 扱う 死体の死因又は身元の調査等に関する法律第４ 条

第３ 項の規定に基づく 警察署長から の死者の診療情報等に関する 情報提供の

依頼は、 個人情報保護法第２ ７ 条第１ 項第１ 号の「 法令に基づく 場合」 に該当

するため、 遺族の同意がなく と も 、 その情報を 提供するこ と が可能です。  

 

 

Ｑ ４ －２ ７  医療機関の廃止等の理由により 、別の医療機関が業務を 承継する

こ と になり まし たが、診療録等の個人データ を提供する際に、患者の同意が

必要なのでし ょ う か。  
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Ａ ４ －２ ７  本件のよう な場合は、「 合併その他の事由による事業の承継に伴っ

て個人データ が提供さ れる場合」（ 個人情報保護法第２ ７ 条第５ 項第２ 号） で

あり 、承継先の医療機関は第三者に該当し ないので、患者の同意がなく ても 提

供可能です。  

 

 

Ｑ ４ －２ ８  医療法第６ 条の６ 第１ 項の規定に基づく 麻酔科標榜許可に係る

申請を行おう と し ている医師から 、過去に実施し た麻酔記録や手術記録の書

類の提供を 求めら れまし たが、対象と なっ た患者の同意を得た上で提供する

必要があるのでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －２ ８  麻酔科標榜許可に係る 申請では、 申請する 医師に対し て麻酔記録

や手術記録の提出を求めており ますが（ 医療法施行規則第１ 条の１ ０ 第３ 項） 、

申請書の提出に当たっ て必要な場合には、当該医師が現に勤務し 、又は過去に

勤務し ていた医療機関に対し 、 こ れら の書類の提出を 求める こ と ができ る と

さ れており（ 同条第６ 項） 、 こ の場合、 個人情報保護法第２ ７ 条第１ 項第１ 号

の「 法令に基づく 場合」 に該当し ますので、患者の同意を 得なく ても 提供可能

です。  

なお、 麻酔記録や手術記録には、「 患者の氏名等麻酔記録又は手術記録を そ

れぞれ識別でき る情報」 が記載さ れている必要があり ますが（ 医療法施行規則

第１ 条の１ ０ 第４ 項第３ 号、 同条第５ 項第２ 号） 、 当該情報は、 患者の氏名の

ほか、患者の登録番号等、医療機関において識別するこ と のでき る情報を指し

ます。  

 

 

Ｑ ４ －２ ９  生活保護法（ 昭和２ ５ 年法律第１ ４ ４ 号） に基づき 行われる、 指

定医療機関によ る 福祉事務所への被保護者に係る 病状報告と はどのよ う な

も のですか。 また、 被保護者本人の同意を 得なく ても 、 回答するこ と は可能

でし ょ う か。  

 

Ａ ４ －２ ９  福祉事務所が、 現に生活保護の医療扶助を 受給し ている 者につい

て、 その 

・ 稼働能力の有無や程度の判定 

・ 医療扶助等生活保護費の給付の必要性や程度の判定 

等、生活保護の決定・ 実施及び自立の助長のために必要な医学的所見を 指定医
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療機関に対し て求める調査において、指定医療機関が行う 報告のこ と を いいま

す。  

こ の指定医療機関が行う 病状報告は、生活保護法第５ ０ 条及び指定医療機関

医療担当規程（ 平成２ ６ 年厚生労働省告示第４ ３ ７ 号） 第７ 条に基づく も ので

あり 、指定医療機関は福祉事務所から の調査に応じ る義務があるも のであっ て、

第三者提供の例外規定のう ち「 法令に基づく 場合」 に該当するので（ 個人情報

保護法第２ ７ 条第１ 項第１ 号） 、医療機関は本人の同意を 得ずに当該調査に対

し て回答するこ と が可能です。  

 

 

Ｑ ４ －３ ０  自殺未遂者が救命救急センタ ーに搬送さ れた際、自殺未遂者の再

度の自殺を 防ぐ 等のため、救命救急センタ ーから 関係機関等へ自殺未遂者の

個人情報を 提供し てよいでし ょ う か。  

 

Ａ ４ －３ ０  本人の同意があれば、 関係機関等へ情報提供し て差し 支えあり ま

せんが、本人の同意がない場合であっ ても 、再度自殺をする蓋然性が極めて高

いなど生命の保護のために必要であっ て、 本人の同意を 得る こ と が困難であ

る場合（ 本人に同意を 求めても 同意し ない場合、本人に同意を 求めるこ と 自体

が困難な場合など） には、関係機関等へ情報提供し ても 差し 支えあり ません。

ただし 、 必要と さ れる情報の範囲に限っ て提供し なければなり ません（ 参照：

本ガイ ダンスｐ ４ ６ 、 ｐ ４ ７ ） 。  

 

 

Ｑ ４ －３ １  診療情報等の個人データ の保存を 外国の事業者に委託する こ と

はでき ますか。  

  

Ａ ４ －３ １  診療情報の外部保存を 行う 場合には、 厚生労働省において策定し

ている「 医療情報システムの安全管理に関するガイ ド ラ イ ン」 によるこ と と さ

れています。  

当該ガイ ド ラ イ ンにおいては、外部の事業者と の契約に基づいて医療情報を

外部保存する場合、「 保存さ れた情報を格納する情報機器等が、 国内法の適用

を 受けるこ と を確認するこ と 」を求めています。また、当該事業者においては、

総務省・ 経済産業省が定めた「 医療情報を 取り 扱う 情報システム・ サービスの

提供事業者における安全管理ガイ ド ラ イ ン」 を 遵守する必要があり ます。  
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Ｑ ４ －３ ２  医療・ 介護関係事業者において、 確認・ 記録義務が適用さ れない

のは、 どのよう な場合でし ょ う か。  

 

Ａ ４ －３ ２  個人データ の第三者提供について適正な取扱いが確保さ れる よう 、

個人データ を 第三者提供する 場合及び第三者から 個人データ を 受領し た場合

には、 一定事項を 確認・ 記録する必要があり ます。  

ただし 、 国の機関、 地方公共団体、 独立行政法人等（ 国立大学法人や独立行

政法人国立病院機構など、 個人情報保護法別表第２ に掲げる法人を 除く 。 ） 及

び地方独立行政法人（ 地方独立行政法人法第２ １ 条第１ 号に掲げる業務を 主た

る目的と するも の又は同条第２ 号若し く は第３ 号（ チに係る部分に限る。 ） に

掲げる業務を 目的と するも のを 除く 。 ） へ提供する場合（ 個人情報保護法第１

６ 条第２ 項各号に該当） 、 法令に基づいて個人データ を提供する場合（ 同法第

２ ７ 条第１ 項１ 号に該当） 、 検体検査業務の委託その他の業務委託の場合（ 同

法第２ ７ 条第５ 項第１ 号に該当） 、 他の医療機関、 介護サービス事業者等と 連

携する場合（ 本人に代わっ て提供） 、 家族等へ病状説明を行う 場合（ 本人と 一

体と 評価でき る関係にある者に提供） などの場合については、 確認・ 記録義務

が適用さ れないこ と と なっ ています。  

 

 

＜本人から の請求による保有個人データ の開示＞  

 

Ｑ ５ －１  診療録には、患者について客観的な検査を し たデータ も あれば、そ

れに対し て医師が行っ た判断や評価も 書かれています。 つまり 、 診療録は、

当該診療録を作成し た医師の側から みると 、自分が行っ た判断や評価を 書い

ているので、 医師の個人情報と も 言う こ と ができ ますか。  

 

Ａ ５ －１  診療録等に記載さ れている情報の中には、 患者と 医師等双方の個人

情報と いう 二面性を持っ ている部分があり ます。し かし 、そも そも 診療録全体

が患者の保有個人データ である こ と から 、 患者本人から 開示の請求がある 場

合に、その二面性があるこ と を理由に、診療録の全部又は一部を 開示し ないこ

と はでき ません（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ７ ２ 、 ｐ ７ ３ ） 。  

 

 

Ｑ ５ －２  保有個人データ の開示に当たっ ては、どのよう な方法で開示すべき

でし ょ う か。  
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Ａ ５ －２  令和２ 年改正法の施行により 、 個人情報取扱事業者は、本人から 、当

該本人が識別さ れる 保有個人データ の開示の請求を 受けたと き は、 本人に対

し 、電磁的記録の提供による方法、書面の交付による方法その他当該個人情報

取扱事業者の定める 方法のう ち 本人が請求し た方法（ 当該方法によ る 開示に

多額の費用を 要する 場合その他の当該方法による 開示が困難である 場合にあ

っ ては、 書面の交付による方法） により 、 遅滞なく 、 当該保有個人データ を 開

示するこ と と なり まし た。  

なお、 「 診療情報の提供等に関する指針」 では、 診療記録の開示の際、 患者

等が補足的な説明を 求めたと き は、医療従事者等はでき る限り 速やかにこ れに

応じ なければなら ず、こ の場合にあっ ては、担当の医師等が説明を行う こ と が

望まし いと さ れています。  

 

 

＜開示等の請求に応じ る手続及び手数料＞ 

 

Ｑ ６ －１  患者から 電子カ ルテを 対象と する保有個人データ の開示の請求を

受けた場合、 医療機関等は、 当該請求に対応するに当たっ て、 どのよう な点

に留意する必要があり ますか。  

 

Ａ ６ －１  医療・ 介護関係事業者は、保有個人データ の開示等の請求等を受けた

場合には、本人に対し 、当該請求等の対象と なる保有個人データ 等を 特定する

に足り る事項の提示を 求めるこ と ができ ますが、こ の場合には、本人が容易か

つ的確に開示等の請求等を 行う こ と ができ る よう 、 当該保有個人データ の特

定に資する 情報の提供その他本人の利便を 考慮し た適切な措置を と ら なけれ

ばなり ません（ 個人情報保護法第３ ７ 条第２ 項） 。  

いわゆる電子カ ルテに関し ては、例えば、①電子カ ルテに係るシステムが医

師等によ る 加筆修正の履歴を 記録する 機能を 有し ている 場合における 当該履

歴に関する情報や、②電子カ ルテに係るシステムが個々の電子カ ルテにいわゆ

る付箋を 付す機能を 有し ている場合における当該付箋に記録さ れた情報も 、保

有個人データ の開示等の請求等の対象になり 得ます。  

し たがっ て、上記のいずれかの機能を 有するシステムを 利用し ている医療機

関等は、患者から 電子カ ルテを 対象と する保有個人データ の開示の請求を 受け

た場合には、 必要に応じ て、 当該患者に対し 、 こ れら の情報を保有し ているこ

と 等を 説明し た上で、当該請求の対象にこ れら の情報が含まれるかを 確認する

など、 適切な対応を 行う こ と が求めら れます。  
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Ｑ ６ －２  患者・ 利用者の代理人から 、患者・ 利用者本人の委任状を 提出の上、

保有個人データ の開示の請求があっ た場合は、本人の意思が明ら かであると

みなし てよいでし ょ う か。  

 

Ａ ６ －２  個人情報保護法及び個人情報保護法施行令においては、 法定代理人

や本人が委任し た代理人が開示等の請求を するこ と ができ る と さ れています。

本ガイ ダン スでは、 こ のよう な代理人による 開示等の請求があっ た場合につ

いて、 当該代理人の請求が本人の意思による も のであるかを 慎重に確認する

こ と を求めています。  

こ のため、本人の委任状が提出さ れた場合であっ ても 、開示の請求を行っ た

者及び開示する保有個人データ の範囲等について、本人の意思を 確認する必要

があり ます（ 参照： 本ガイ ダンスｐ ７ ９ ） 。  

 

 

Ｑ ６ －３  保有個人データ の開示にあたり 、費用と し て請求出来る妥当な金額

はいく ら でし ょ う か。  

 

Ａ ６ －３  個人情報保護法では、 実費を 勘案し て合理的と 認めら れる 範囲内で

あれば手数料を 徴収でき るこ と と さ れています。具体的な金額は、個別の事例

に応じ て判断が異なるも のであると 考えます。  

 


